
簿　記　論

本試験問題 大原予想問題
●第三問　比較閉鎖残高
【資料 １】　前期末及び当期末の閉鎖残高勘定

閉 鎖 残 高
（単位：円）

摘　　　要
借 方 金 額

前期末
Ｘ6年 ３月31日

当期末
Ｘ7年 ３月31日

普 通 預 金 300≤000≤000 400≤000≤000
売 掛 金 440≤000≤000 480≤000≤000
海 外 売 掛 金 ─ （ ① ）
繰 越 商 品（ ）（ ② ）
為替予約資産 ─ （ ③ ）
前 払 家 賃（ ）（ ）
未収有価証券利息 ─ （ ）
建 物 108≤400≤000（ ）
備 品（ ）（ ）
土 地 59≤500≤000（ ④ ）
リ ー ス 資 産 25≤000≤000 20≤000≤000
投資有価証券 80≤000≤000（ ⑤ ）
子 会 社 株 式（ ）（ ⑥ ）
差 入 保 証 金 4≤000≤000 4≤000≤000
長 期 貸 付 金 80≤000≤000 80≤000≤000
繰延税金資産 40≤293≤332 49≤370≤515
その他有価証券評価差額金 8≤400≤000（ ⑦ ）

合　　　計 1≤438≤689≤332 1≤629≤533≤515

摘　　　要
貸 方 金 額

前期末
Ｘ6年 ３月31日

当期末
Ｘ7年 ３月31日

買 掛 金 250≤000≤000 319≤755≤473
未 払 金 40≤301≤000 10≤812≤000
未 払 利 息 890≤000 950≤000
未払法定福利費（ ）（ ）
未払法人税等 19≤800≤000 44≤557≤183
所得税預り金 2≤400≤000 2≤700≤000
社会保険料預り金 5≤100≤000 5≤300≤000
リ ー ス 債 務 25≤650≤000 21≤060≤750
賞 与 引 当 金（ ）（ ）
長 期 借 入 金 235≤000≤000 235≤000≤000
長期前受収益（ ）（ ⑧ ）
繰延税金負債 ─ 54≤000
一般貸倒引当金 4≤400≤000 4≤800≤000
個別貸倒引当金 22≤961≤106（ ）
商品評価切下額（ ）（ ）
資 本 金 80≤000≤000 80≤000≤000
繰越利益剰余金 651≤924≤726 770≤924≤726
繰延ヘッジ損益 ─ （ ⑨ ）
合　　　計 1≤438≤689≤332 1≤629≤533≤515

●全国統一公開模擬試験〔第三問〕　比較Ｂ/Ｓ
【資料 １】　前期末（遡及処理前）及び当期末の貸借対照表

貸　借　対　照　表 （単位：円）

借　　　　　方

科 目 前期末
×7年 ３ 月31日

当期末
×8年 ３ 月31日

現 金 預 金 131≤220≤000（ ）
電 子 記 録 債 権 6≤306≤000 7≤410≤000
売 掛 金 52≤544≤000 62≤080≤000
貸 倒 引 当 金 △1≤177≤000 △（　　　　　）
商 品 63≤428≤000 67≤770≤000
原 材 料 1≤208≤700 1≤185≤000
前 払 費 用 10≤780≤000 10≤990≤000
建 物 79≤683≤299 75≤080≤533
車 両 運 搬 具（ ）（ ）
備 品 816≤000（ ）
構 築 物 2≤375≤000（ ① ）
土 地 44≤800≤000（ ）
リ ー ス 資 産 4≤272≤000（ ）
投 資 有 価 証 券 7≤291≤150（ ② ）
繰 延 税 金 資 産 15≤730≤686（ ③ ）

合 計（ ）（ ）

貸　　　　　方

科 目 前期末
×7年 ３ 月31日

当期末
×8年 ３ 月31日

電 子 記 録 債 務 5≤805≤000 6≤201≤000
買 掛 金 35≤479≤000 37≤962≤000
契 約 負 債 126≤788≤000 114≤109≤200
未 払 金 ― 1≤500≤000
未 払 費 用 7≤066≤000（ ）
未 払 法 人 税 等 6≤000≤000 8≤800≤000
賞 与 引 当 金 15≤330≤000（ ）
退職給付引当金 28≤200≤000（ ）
資 産 除 去 債 務 2≤528≤620 2≤584≤502
リ ー ス 債 務 4≤333≤520（ ④ ）
長 期 借 入 金 ― （ ⑤ ）
繰 延 税 金 負 債 608≤489（ ）
資 本 金 90≤000≤000 90≤000≤000
資 本 準 備 金 14≤000≤000 14≤000≤000
その他資本剰余金 1≤800≤000（ ）
利 益 準 備 金 4≤500≤000 5≤097≤300
固定資産圧縮積立金（ ）（ ）
繰越利益剰余金 79≤972≤706（ ）
自 己 株 式 △（　　　　　）△（　　　　　）
その他有価証券評価差額金（ ）（ ）
合 計（ ）（ ）

●第一問　在外支店
【資料 １】　本店・支店の決算整理前残高試算表

決算整理前残高試算表
Ｘ5年12月31日

借方科目 本店（単位：円）支店（単位：ドル） 貸方科目 本店（単位：円）支店（単位：ドル）
現 金 預 金 84≤700 1≤189 買 掛 金 18≤000 ─
売 掛 金 45≤000 300 貸 倒 引 当 金 700 4
繰 越 商 品 20≤000 （� ） 社 債 46≤370 ─
仮 払 金 29≤000 ─ 建物減価償却累計額 43≤200 ─
建 物 54≤000 ─ 備品減価償却累計額 7≤000 （� ）
備 品 21≤000 300 繰延内部利益 （� ） ─
満期保有目的債券 ─ 434 資 本 金 200≤000 ─
支 店 （� ） ─ 繰越利益剰余金 23≤630 ─
仕 入 250≤000 ─ 本 店 ─ 1≤796
本 店 仕 入 ─ （� ） 売 上 350≤000 1≤500
その他の営業費 59≤000 267 支 店 売 上 104≤000 ─

（� ）（� ） （� ）（� ）

【資料 ４】　各時点の為替レート
⑴　本支店間の取引に適用される内部振替レート：130円／ドル（前期、当期とも）
⑵　決算日レート：135円／ドル
⑶　期中平均レート

１月 １日〜12月31日：125円／ドル（売上高の換算に用いること）
７月 １日〜12月31日：128円／ドル（有価証券利息の換算に用いること）

⑷　満期保有目的債券の取得日レート：124円／ドル
⑸　備品の取得日レート：120円／ドル

●第 １回実力判定公開模擬試験
【資料 １】　決算整理前残高試算表

決算整理前残高試算表
×2年 ３ 月31日 （単位　本店：円、Ａ支店：ドル）

勘定科目 本店 Ａ支店 勘定科目 本店 Ａ支店
現 金 預 金 53≤770≤040 43≤170 買 掛 金 7≤570≤000 ─
売 掛 金 12≤400≤000 10≤400 繰延内部利益 18≤560 ─
有 価 証 券 6≤000≤000 3≤000 減価償却累計額 4≤800≤000 400
繰 越 商 品 2≤980≤000 1≤280 本 店 ─ 57≤030
備 品 8≤000≤000 4≤000 資 本 金 30≤000≤000 ─
支 店 8≤708≤000 ─ 繰越利益剰余金 28≤176≤080 ─
仕 入 56≤845≤100 ─ 売 上 82≤166≤000 79≤860
本 店 仕 入 ─ 55≤000 支 店 売 上 8≤195≤000 ─
営 業 費 12≤222≤500 20≤440
合 計 160≤925≤640 137≤290 合 計 160≤925≤640 137≤290

【資料 ４】　換算レート
収益及び費用（減価償却費及び本支店間の商品取引を除く。）は期中平均レートにより換算し、

本店勘定は、本店における支店勘定残高をもって換算額とする。なお、換算に必要な為替レー
トは以下のとおりである。

為替レート
有価証券取得時 146円/ドル
備 品 取 得 時 144円/ドル
前期商品仕入時 145円/ドル
当期商品仕入時 149円/ドル
当 期 末 150円/ドル
当 期 中 平 均 147円/ドル



本試験問題 大原予想問題
●第二問　問 ２　のれんを含めた減損会計
【資料】
１　Ｂ社は、のれんを認識した取引において、内部管理上独立した ２つの事業（甲事業と乙事
業）を取得している。当期末において、甲事業に減損の兆候があったため、減損会計を適用す
ることとした。
２　当期末におけるのれんの帳簿価額は792≤500千円である。また、のれんが認識された時点の
甲事業と乙事業の時価は、それぞれ6≤340≤000千円と9≤510≤000千円であり、のれんの帳簿価
額はのれんが認識された時点の各事業の時価の比率で按分している。なお、取得した事業の
事業区分及び当該事業区分ごとの事業内容について、当期末まで変更はないものとする。
３　甲事業は、資産グループＡ、資産グループＢ及び資産グループＣという ３つのグループか
ら成り立っている。各資産グループはいずれも減損の兆候がある。当期末における各資産グ
ループの帳簿価額等は次のとおりである。

（単位：千円）
資産グループ 資産グループＡ 資産グループＢ 資産グループＣ 合　計

帳簿価額 2≤980≤000 2≤230≤000 790≤000 6≤000≤000
割引前将来キャッシュ・フロー 2≤909≤400 2≤193≤240 815≤160 5≤917≤800
時価 2≤852≤000 2≤150≤000 813≤400 5≤815≤400
処分費用見込額 60≤000 45≤000 15≤000 120≤000
使用価値 2≤800≤000 2≤058≤000 798≤000 5≤656≤000

［設問］
⑴　減損損失の測定にあたり、のれんを含むより大きな単位で行う方法を採用した場合、当期
末における、①資産グループＡ、②資産グループＢ及び③資産グループＣのそれぞれについ
て計上すべき減損損失の金額を答えなさい。なお、減損損失を計上しない場合、解答欄に
「 ０」と記入すること。
⑵　減損損失の測定にあたり、のれんを含むより大きな単位で行う方法を採用した場合、甲事
業全体として計上すべき、のれんを含むより大きな単位における減損損失の金額を答えなさ
い。
⑶　上記⑴及び⑵の結果を踏まえて、Ｂ社の当期末の貸借対照表に計上されるのれんの金額を
答えなさい。
⑷　減損損失の測定にあたり、のれんを各資産グループの期末帳簿価額に基づいて配分する方
法を採用した場合、甲事業で計上すべきのれんの減損損失の金額を答えなさい。

●第 １回プレ模擬試験〔第二問〕　問 ２
【資料 １】　事業譲受に関する事項
１ ≥ Ｒ社（決算日：年 １回 ３月31日）は、×5年 ４ 日 １ 日にＹ社から甲事業と乙事業を事業譲受に
より取得し、のれんを32≤000千円計上した。
２ ≥ のれんの金額は同時点におけるそれぞれの事業の時価の比率に基づき按分している。なお、
同時点における甲事業の時価は420≤000千円、乙事業の時価は220≤000千円である。
３ ≥ のれんは発生年度より20年で定額法により償却している。

【資料 ２】　減損損失に関する事項
１ ≥ ×7年 ３ 月31日に甲事業に関して減損の兆候があった。
２ ≥ 甲事業は、資産グループＡ及び資産グループＢから成り立っている。
３ ≥ ×7年 ３ 月31日における資産グループＡ及び資産グループＢの帳簿価額は、それぞれ140≤000
千円及び60≤000千円である。
４ ≥ ×7年 ３ 月31日における資産グループＡ及び資産グループＢには、それぞれ減損の兆候があ
り、また、×7年 ３ 月31日における割引前将来キャッシュ・フローは、それぞれ100≤000千円及
び80≤000千円である。
５ ≥ ×7年 ３ 月31日における資産グループＡ及び資産グループＢの回収可能価額は、それぞれ
80≤000千円及び75≤000千円である。

設問 １ �　減損損失の判定等をのれんが帰属する事業に関連する複数の資産グループにのれんを
加えた、より大きな単位で行う方法を採用した場合における以下の⑴～⑶の金額を答え
なさい。なお、のれんを含むより大きな単位での割引前将来キャッシュ・フローは
180≤000千円、回収可能価額は155≤000千円である。
⑴　資産グループＡに配分する減損損失
⑵　貸借対照表に計上されるのれん
⑶　損益計算書に計上される減損損失

設問 ２� 　減損損失の判定等をのれんの帳簿価額を各資産グループに配分したうえで行う方法を
採用した場合における以下の⑴～⑶の金額を答えなさい。なお、のれんの帳簿価額を各
資産グループに配分する割合は、帳簿価額に基づくものとする。
⑴　資産グループＡに配分する減損損失
⑵　貸借対照表に計上されるのれん
⑶　損益計算書に計上される減損損失

●第二問　問 １　固定資産の資本的支出
【資料 ２】　有形固定資産に関わる期中取引
①　Ｘ1年 ４ 月 １ 日に取得した建物27≤000≤000円（耐用年数10年、残存価額は取得原価の10％、
定額法）について、Ｘ6年 ４月 １日に改修工事を行い、工事代金9≤000≤000円については小切手
を振り出して支払った。なお、この改修工事によって耐用年数は10年延長されることとなっ
た。よって、耐用年数延長に見合う支出額を資本的支出として処理する。また、改修工事後
は、取得原価と資本的支出の合計額に基づき、残存価額10％、定額法により、残存耐用年数
にわたり償却計算を行う。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第一問〕　問 １
⑸　×1年 １ 月に4≤000≤000円を支出し取得した構築物について、耐用年数10年、定額法により減価
償却計算を行っていたが、×7年 １ 月に1≤000≤000円を支出し、改修を行った。その結果、支出後
の使用可能年数が ８年となったため、使用可能期間の延長に係る金額を資本的支出として処理
した。支出後の使用可能年数により減価償却計算を行った場合の×8年度の減価償却費の金額を
答えなさい。

●第 ２回プレ模擬試験〔第三問〕
５ ≥ 有形固定資産
当期末に保有する有形固定資産（土地を除く。）は以下のとおりであり、当期の減価償却費の計

上は未処理である。なお、有形固定資産の残存価額はすべてゼロとする。

取得価額 事業供用日 耐用年数 償却方法 備　考
建 物 20≤250≤000円 ×5年 ４ 月 １ 日 30年 定額法 （注 １）
車 両 3≤330≤000円 ×22年 ４ 月 １ 日 ５ 年 定率法 （注 ２）
備 品 1≤800≤000円 ×24年 ９ 月 １ 日 ８ 年 定額法 （注 ３）
リース資産（� ）円 ×24年 ４ 月 １ 日 ５ 年 定額法 （注 ４）

（注 １）�　×25年 ４ 月に建物について大規模な改修を行った。この結果、支出後の使用可能年数は15
年となった。甲社は、当該改修費用4≤500≤000円全額を営業費として処理しているが、この
うち使用可能期間の延長に係る金額を資本的支出とする。なお、減価償却費は支出後の使
用可能年数で定額法により計算する。

●第二問　問 １　減価償却　級数法
⑽　【資料 １】の備品は全て、Ｘ5年 ７月 １日に購入したもので、200％定率法（耐用年数 ８年、償却
率0≥25、改定償却率0≥334、保証率0≥07909）で減価償却を行っている。当期に減価償却費として
計上すべき金額を答えなさい。また、200％定率法ではなく、級数法（耐用年数 ８年、残存価額
ゼロ）を採用する場合、当期に減価償却費として計上すべき金額を答えなさい。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第一問〕　問 １
⑷　×1年 １ 月に取得した機械装置（取得原価：2≤100≤000円）について、耐用年数 ６年、級数法によ
り減価償却計算を行っている場合の×4年度の減価償却費の金額を答えなさい。



財務諸表論

本試験問題 大原予想問題
●第一問
問 １（10点）

次の文章は、討議資料「財務会計の概念フレームワーク」第 ２ 章第 ９ 項、第10項、第16項及び第
17項を引用したものである。これに基づき、以下の⑴〜⑶の問に答えなさい。

９ 　会計情報が利用者の意思決定にとって有用であるためには、会計情報を生み出す
ａ が内的整合性を満たしていなければならない。…（後略）

10　（前略）…この内的整合性は、会計情報の意思決定との ｂ や ｃ について、
間接的、補完的に推定する役割をもっている。…（後略）

16　（前略）…内的整合性と ｄ の ２ つの特性は、会計情報が有用であるために必要とさ
れる最低限の基礎的な条件である。

17　個別の ａ は、それぞれが基本的な考え方と整合的であることにより、全体として
の体系性が与えられている。ここでいう基本的な考え方とは、 ａ 、会計実務、会計
研究などについての歴史的経験と集積された知識の総体である。その核心をなすのは会計理
論であるが、その妥当性は経験によって裏打ちされるものであり、知識と経験が結合された
ものが、内的整合性の参照枠となる。…（後略）

⑴　空欄 ａ に当てはまる最も適切な語句を漢字で答えなさい。
⑵　空欄 ｂ 〜 ｄ に当てはまる語句として最も適切なものを、【選択肢】から選び、

記号（ア〜キ）で答えなさい。
【選択肢】

ア　関連性　　　　イ　検証可能性　　　ウ　信頼性　　　　エ　中立性
オ　理解可能性　　カ　比較可能性　　　キ　表現の忠実性

●第 １回プレ模擬試験〔第一問〕

第 ２ 章「会計情報の質的特性」
【本　文】

財務報告の目的は、企業 ② 評価の基礎となる情報、つまり投資家が将来キャッシュ
フローを予測するのに役立つ企業 ① 等を開示することである。この目的を達成するに
あたり、会計情報に求められる最も基本的な特性は、意思決定有用性である。

⑴　空欄 ① から ③ に当てはまる最も適切な語句を答えなさい。

⑵　下線部に関して、次のＡ及びＢに該当する語句を【選択肢】の中からそれぞれ ２ つ選び、記号
（ア〜ク）で答えなさい。
Ａ　会計情報が有用であるために必要とされる最低限の基礎的な条件
Ｂ　会計情報が利用者の意思決定にとって有用であるか否かを直接判断する規準として機能す

る下位概念

【選択肢】
ア　実現可能性　　イ　意思決定との関連性　　ウ　分配可能性　　エ　比較可能性
オ　信頼性　　　　カ　内的整合性　　　　　　キ　法的適合性　　ク　業績指標性

●第一問
２ ≥ ⑴　減損の兆候がある資産又は資産グループについての減損損失を認識するかどうかの判定

は、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比
較することによって行い、資産又は資産グループから得られる①割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識する。

３ ≥ 減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産グループについては、帳簿価額を

②回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の損失とする。
⑵　下線①について、減損損失の認識を判定する際に将来キャッシュ・フローの割引現在価値で

はなく、割引前将来キャッシュ・フローの総額を用いる理由について、「固定資産の減損に係る
会計基準の設定に関する意見書」に基づいて説明しなさい。

●第 ３回実力判定公開模擬試験〔第一問〕
１ 　減損の ②

資産又は資産グループに減損が生じている可能性を示す事象（以下「減損の ② 」とい
う。）がある場合には、当該資産又は資産グループについて、ｂ減損損失を認識するかどうかの
判定を行う。

３ 　固定資産の減損に関連する以下の問に答えなさい。
⑴　固定資産の減損及び減損処理の定義を述べなさい。
⑵　下線部ｂについて、どのような場合に減損損失を認識するか理由とともに述べなさい。

●第三問
１ 　現金及び預金に関する事項

⑴　本社の金庫内には、紙幣及び硬貨300千円、収入印紙20千円（ ５ ⑵　貯蔵品の収入印紙に含
まれる。）、預金通帳 ４ 冊が保管されていた。金庫内の紙幣のうち80千円は、得意先との食事
会のため従業員に仮払していた200千円から交際費として120千円を支払った残額である。そ
の仮払の精算は未処理であった。

⑵　残高試算表の現金勘定には、本社及び各営業所の紙幣及び硬貨のみが計上されている。な
お、各営業所の紙幣及び硬貨の当期末実際有高は2≤070千円である。帳簿残高と実際有高の差
異は、原因を調査し、判明した理由に基づき適切に処理し、原因が判明しない場合には、雑
収入又は雑損失として処理する。当期末の当該差異は、原因が判明しなかった。

⑶　当社はＢ銀行に当座預金口座を開設している。Ｂ銀行の当座預金口座について銀行残高証
明書の金額は770≤617千円であり、当社の帳簿残高との間に差額があった。
①　銀行の営業時間外に当座預金口座へ201千円を預け入れた。
②　売掛金の回収として得意先から264千円の振込があったが未処理であった。
③　社用車の修理を行い、代金375千円に係る電子記録債務の支払時期となり、当座預金より

引き落とされているが、当該決済について全て未処理であった。
⑷　収入印紙は、購入時に租税公課として処理している。
⑸　通帳は、Ａ銀行とＢ銀行について、普通預金口座の通帳 １ 冊ずつと定期預金口座の通帳 １

冊ずつである。普通預金については適切に処理されている。定期預金については、次の全て
を残高試算表の定期預金勘定に含めて処理しており、経過利息については未処理である。

銀行名 金額 預入日 満期日 利率 利払日
Ａ銀行 150≤000千円 Ｘ8年 ３ 月 １ 日 Ｘ9年 ２ 月28日 年 １ ％ ２ 月末
Ｂ銀行 360≤000千円 Ｘ7年10月 １ 日 Ｘ9年 ９ 月30日 年 ２ ％ ９ 月末

●第 １回直前予想模擬試験〔第三問〕
１ 　現金及び預金に関する事項

⑴　本社の金庫内には、紙幣及び硬貨1≤520千円、配当金領収証200千円、自己振出の未渡小切
手4≤300千円、収入印紙20千円、通帳 ４ 冊が保管されていた。

⑵　残高試算表の現金には、本社の金庫内の紙幣及び硬貨以外に各支店の紙幣及び硬貨の帳簿
残高が含まれている。なお、各支店の紙幣及び硬貨の当期末実際有高は1≤700千円である。帳
簿残高と実際有高に差異がある場合は、雑収入又は雑損失として処理する。

⑶　その他利益剰余金からの配当金200千円（うち源泉徴収税額40千円）を受けたが未処理であ
る。

⑷　当社はＢ銀行に当座預金口座を開設している。Ｂ銀行の当座預金口座について銀行残高証
明書の金額は99≤858千円であり、当社の帳簿残高との間に差額があった。

⑸　自己振出の未渡小切手のうち3≤210千円は、買掛金の支払いのために振り出したものであ
り、振出時に当座預金を減額している。

⑹　当社が工場建屋の修繕代金として振り出した当座小切手6≤115千円が未取付けであった。
⑺　本社で使用する備品の購入代金として振り出した当座小切手1≤090千円が支払先に未渡しで

あった。
⑻　通帳は、Ａ銀行及びＢ銀行について、普通預金口座の通帳 １ 冊ずつと定期預金口座の通帳

１ 冊ずつである。普通預金については適切に処理している。定期預金については、次の全て
を残高試算表の定期預金に含めて処理しており、経過利息については未処理である。

銀行名 金額 預入日 満期日 利率 利払日
Ａ銀行 30≤000千円 2024年 ７ 月 １ 日 2026年 ６ 月30日 年1≥0％ ６ 月末
Ｂ銀行 45≤000千円 2025年10月 １ 日 2027年 ９ 月30日 年2≥0％ ９ 月末

●第三問
⑴　残高試算表の有価証券勘定の内訳は、次のとおりである。

銘柄 数量 取得原価
当期末 １ 株
当たり時価

当期末 １ 株当たり
純資産価額

備　考

Ｃ社株式 25株 1≤500千円 260≤000円 250≤900円 下記⑷①参照
Ｄ社株式 400株 37≤400千円 45≤000円 48≤000円 下記⑷①参照
Ｅ社株式 30株 17≤500千円 ─ 270≤000円 下記⑷②参照
Ｆ社株式 200株 20≤000千円 ─ 48≤000円 下記⑷③参照
自己株式 98株 21≤000千円 ─ ─ 下記⑸参照

●第 １回直前予想模擬試験〔第三問〕
⑴　残高試算表の有価証券の内訳は、次のとおりである。

銘柄 数量 取得原価
当期末 １ 株
（ １ 口）当
たり時価

当期末 １ 株
当たり純資

産額
備考

Ｅ社株式 100株 2≤250千円 40≤000円 43≤350円 下記⑷①参照
Ｆ社株式 400株 56≤100千円 37≤800円 29≤700円 下記⑷①参照
Ｇ社株式 800株 84≤000千円 ─ 42≤500円 下記⑷②参照
Ｈ社株式 200株 30≤000千円 ─ 153≤900円 下記⑷③参照
Ｉ社社債 500口 49≤250千円 98≤700円 ─ 下記⑷④参照
自己株式 150株 （各自推定） 39≤000円 ─ 下記⑸参照
Ｊゴルフクラブ
会員権 １ 口 5≤000千円 ─ ─ 下記⑹参照

●第三問
⑶　⑵の建物の賃貸借契約には、敷金120≤000千円を差入れる旨及び契約終了時点において原状回

復して返還する旨の条項がある。敷金のうち48≤000千円は、原状回復費用に見積もられている
ため返還が見込めないと認められたことから、入居時から当社の賃借建物への平均的な入居期
間で費用配分する。なお、当該費用配分額は、税務上損金として認められないため、税効果会
計を適用する。

●第 １回プレ模擬試験〔第三問〕
当社はＸ社との間で建物の賃貸借契約を締結し、2025年 ４ 月 １ 日から賃借している。当該賃借

建物に係る有形固定資産（内部造作物等）の除去などの原状回復が契約書上で要求されている。当
社は同日に12≤000千円をＸ社に敷金として支払っている。当社の同種の賃借建物等への平均的な
入居期間は ５ 年と見積もられており、当該賃借建物の内部造作物等については、耐用年数 ５ 年、
残存価額ゼロの定額法で減価償却を行っている。

敷金のうち5≤520千円について原状回復費用に充てられるため、返還が見込めないと認められ
た。割引率は2≥0％であり、（1≥02）５ ≒1≥104となっているが、当社は、敷金の返還が見込めない
と認められる金額を同種の賃借建物等への平均的な入居期間で費用配分する方法を会計方針とし
て採用している。



本試験問題 大原予想問題
●第三問
12　株式報酬制度に関する事項

当社は、Ｘ7年 ６ 月17日に開催された定時株主総会において、マネージャー10名に対して以下
の条件のストック・オプションを付与することを決議し、Ｘ7年 ７ 月 １ 日に付与したが未処理で
ある。
⑴　ストック・オプションの数：マネージャー １ 名当たり10個（合計100個）
⑵　ストック・オプション １ 個当たりに付与される株式の数： １ 株
⑶　ストック・オプションの行使時の払込価額： １ 株当たり210≤000円
⑷　付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価： １ 個当たり120≤000円
⑸　ストック・オプションの権利確定日：Ｘ9年 ６ 月末日
⑹　ストック・オプションの行使期間：Ｘ9年 ７ 月 １ 日からＸ11年 ６ 月末日まで
⑺　権利不確定による失効の見込み：なし

●第 １回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
９ ≥ ストック・オプションに関する事項

⑴　当社は2023年 ６ 月の株主総会において、従業員のうちマネージャー以上の者10名に対して
以下の条件のストック・オプション（新株予約権）を付与することを決議し、同年 ７ 月 １ 日に
付与した。【資料 １ 】の新株予約権は前期末まで適切に計算されている。
①　ストック・オプションの数：従業員 １ 名当たり1≤500個（合計15≤000個）
②　ストック・オプション １ 個当たりに付与される株式の数： １ 株
③　ストック・オプション行使時の払込金額： １ 株当たり2≤000円
④　ストック・オプションの権利確定日：2025年 ６ 月30日
⑤　付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価： １ 個当たり500円

●第三問
８ 　借入金に関する事項

残高試算表の借入金勘定には次のものが含まれている。
⑴　残高試算表の借入金勘定のうち144≤000千円は、Ｘ5年 ９ 月に864≤000千円を借り入れ、Ｘ5

年12月末より ３ か月ごとに元金72≤000千円と利息を支払ったものである。
⑵　残高試算表の借入金勘定のうち960≤000千円はＸ5年 ７ 月 １ 日に借り入れたものであり、元

金はＸ9年 ６ 月30日に一括返済の予定である。金利は年2≥4％で、年 １ 回 ６ 月末に支払われる
（後払い）。利息に関する未払計上が未処理である。

⑶　上記以外の借入金は、全て契約期間が １ 年以内である。

●第 ２回直前対策模擬試験〔第三問〕
８ 　借入金に関する事項

⑴　決算整理前残高試算表の借入金は、Ｘ1年10月 １ 日にＨ銀行より70≤000千円を借り入れたも
のの残高である。Ｘ2年 ９ 月30日を第 １ 回とし、Ｘ6年 ９ 月30日まで毎年 ９ 月末に元金均等返済
を行い、利息も元金返済日に支払う。利率は年 ２ ％である。

当期中の元金返済及び利息の支払いについては適切に処理されているが、当期末における
経過利息の会計処理が未処理である。

●第三問
システム 利用開始日 金　　額 備　　　考

旧顧客管理 Ｘ4年 ４ 月 １ 日 8≤400千円

旧顧客管理システムのＸ7年12月末の使用終了
と新顧客システムのＸ8年 １ 月の稼働開始は前
期に取締役会で決定されている。この決定に
伴い、前期末に旧顧客管理システムの耐用年
数は ５ 年から ３ 年 ９ ヶ月に変更している。左
記金額は前期末残高であり、その全てを減価
償却費として計上する。

新顧客管理 Ｘ8年 １ 月 １ 日 35≤700千円

顧客管理等に使用している。左記金額には旧
システムからのデータをコンバートする費用
4≤700千円及び新システム操作のためのトレー
ニング費用6≤000千円が含まれている。

固定資産管理 Ｘ8年 ７ 月 １ 日 22≤212千円
新会計基準の適用に向けて購入したシステム
であり、期末時点で未完成である。左記金額
は当期の支出額である。

●第 １回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
７ ≥ 無形固定資産に関する事項

【資料 １ 】のソフトウェアは2025年 ４ 月に自社利用目的で取得し、同月より利用を開始してい
る。当該ソフトウェアはその利用により将来の費用削減が確実と認められるものであり、定額
法により見込利用可能期間 ５ 年で償却する。このソフトウェアの取得価額には、当社の仕様に
合わせるための設定作業費用1≤000千円、旧システムのデータをコンバートするための費用 
600千円、ソフトウェアの操作をトレーニングするための費用900千円が含まれているため、こ
のうち発生時の費用とすべきものはその他販売費及び一般管理費に含めるものとする。



消 費 税 法

本試験問題 大原予想問題
●第一問　－新たに内国法人を設立した場合の納税義務について－
⑴　消費税の納税義務に関して、次のイ～ニに掲げる取引等に起因して、消費税法第 ９条第 １項
以外の規定により、国内において行った課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れについて納税義
務が免除されないこととなる期間又は課税期間の生じることがある場合には、その免除されな
いこととなる期間又は課税期間について簡潔に述べなさい。
イ　新たに内国法人を設立した場合又は外国法人が国内で事業を開始した場合

（注 ２）�　消費税法第 ９条の ２《前年又は前事業年度等における課税売上高による納税義務の免除の
特例》、同法第11条《合併があった場合の納税義務の免除の特例》及び同法第12条《分割等が
あった場合の納税義務の免除の特例》について触れる必要はない。また、消費税法の各規定
に定義された用語の意義及び消費税法施行令の内容についても触れる必要はない。

●第 ２回実力判定公開模擬試験〔第一問〕
⑵　消費税法第 ９条第 １項本文においては、事業者のうち、その課税期間に係る基準期間におけ
る課税売上高が千万円以下である者については、その課税期間中に国内において行った課税資
産の譲渡等及び特定課税仕入れにつき、消費税を納める義務を免除すると規定しており、新た
に設立された法人のように基準期間がない場合についても、納税義務が免除される。
ただし、新たに設立された法人の設立事業年度であっても、消費税法第 ９条第 １項の規定が
適用されず、納税義務が免除されない場合がある。これがどのような場合であるか、消費税法
令に沿って述べなさい。
（注）�　適格請求書発行事業者の登録に関する規定、課税事業者の選択、合併、分割等があっ

た場合の納税義務の免除の特例、消費税法施行令に規定する事項については、触れる必
要はない。

●第一問　－相続によりその事業を承継した場合の納税義務について－
ニ　飲食店の事業主（適格請求書発行事業者の登録を受けている。）であった親が死亡して、給与所
得者であった子が相続によりその事業を承継した場合

●全国統一公開模擬試験〔第一問〕
甲は事業所用不動産の賃貸を行っている個人事業者であり、令和 ５年10月 １ 日から適格請求書

発行事業者となっている。
⑶　甲は令和 ８年中に死亡し、甲の長男である乙（一般の普通法人に勤務する会社員）は相続人と
して事業所用不動産の賃貸に係る事業を承継した。この場合における適格請求書発行事業者の
登録等に係る事項について、①～③の問に答えなさい。

●第一問　－出題形式－
消費税法に関する次の⑴～⑷の内容の正誤を答え、その正誤についての理由を法令に沿って説
明しなさい。なお、いずれも国内において行われた取引とする。

●第 １回直前予想模擬試験〔第一問〕
消費税に関する次の⑴～⑸の内容の正誤を答え、その正誤についての理由を消費税法令に沿っ

て説明しなさい。
（注）１ �　特に断りがない限り、いずれも課税事業者である内国法人が、国内において行った取

引である。

●第一問　－プラットフォーム課税－
⑶　Ｃ社はゲームアプリの開発及び配信を行う12月決算の外国法人（課税事業者に該当し、日本国
内に支店等は有していない。）である。
Ｃ社は、消費税法第15条の ２の規定により国税庁長官の指定を受けた特定プラットフォーム
事業者を介してアプリの配信を行い、当該特定プラットフォーム事業者を介して利用者からア
プリの利用料を収受しており、当該アプリの配信は、規約に同意すれば誰でも利用可能なもの
である。
Ｃ社は、日本国内に居住している利用者に対する当該アプリの配信について、Ｃ社が国内に
おいて行う課税資産の譲渡等に該当するとして、令和 ８年 １月 １ 日から同年12月31日までの課
税期間に係る消費税の確定申告を行った。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第一問〕
⑶　外国法人Ｂ社は、当課税期間（令和 ８年 ４月 １ 日から令和 ９年 ３月31日まで）においてアプリ
配信等の消費者向け電気通信利用役務の提供を行っており、当該消費者向け電気通信利用役務
の提供は、プラットフォーム課税の対象となるものである。
この場合において、当該消費者向け電気通信利用役務の提供について、外国法人Ｂ社の消費

税の申告納税義務及び役務の提供の相手方（課税事業者）に対する適格請求書の交付について説
明しなさい。
（注）�　外国法人Ｂ社及び特定プラットフォーム事業者はいずれも適格請求書発行事業者であ

るものとする。

●第二問　－前年及び前々年の取引の状況－
（単位：円）

取引の状況 自令和 ６年 １月 １日
至令和 ６年12月31日

自令和 ７年 １月 １日
至令和 ７年12月31日

Ⅰ　資産の譲渡等の金額 54≤944≤632 62≤567≤683

Ⅰのうち飲食料品の譲渡に係るもの 726≤253 976≤352

Ⅰのうち非課税取引に係るもの 43≤211 62≤526

Ⅱ　Ⅰの売上げに係る対価の返還等
（非課税取引に係るものはない）

354≤344 218≤424

Ⅱのうち飲食料品の譲渡に係るもの 0 0

●第 １回直前予想模擬試験〔第二問〕
（単位：円）

取引の状況
前々課税期間 前課税期間

自令和 ６年 １月 １日
至令和 ６年12月31日

自令和 ７年 １月 １日
至令和 ７年12月31日

Ⅰ　資産の譲渡等の金額 63≤520≤600 68≤900≤500

（39≤940≤300） （30≤664≤200）

Ⅰのうち飲食料品の譲渡に係る
もの

18≤520≤000 32≤150≤900

（9≤000≤000） （14≤970≤340）

Ⅰのうち非課税取引に係るもの 4≤360≤000 4≤710≤000

（０） （1≤890≤000）

Ⅱ　Ⅰの売上げに係る対価の返還等 800≤000 700≤000

（150≤000） （240≤000）

Ⅱのうち飲食料品の譲渡に係る
もの

200≤000 150≤000

（30≤000） （76≤000）

Ⅱのうち非課税取引に係るもの ０ ０

（０） （０）

●第二問　－古物商の許可－
⑿　甲及び乙は、いずれも古物営業法（昭和24年法律第108号）第 ３条の規定による古物商の許可を
受けており、同法により求められる手続等を適正に履行している。

●第 ３回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
11≥ 甲社は、設立直後に古物営業法（昭和24年法律第108号）第 ３条の規定による古物商の許可を受
け、古物（同法第 ２条第 １項に規定する古物をいう。以下同じ。）であるリサイクル品を買い取
り、販売している。

●第二問　－接待交際費の内訳－
チ　「接待交際費」には、取引先に対する中元（飲食料品）の購入代金29≤700円、取引先に対する慶
弔金50≤000円、同業者とのゴルフコンペの費用59≤340円（領収書等で明確に区分されているゴル
フ場利用税3≤800円が含まれている。）が含まれており、残額は全て飲食代である。

●第 ２回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
ヨ　「接待交際費」には、次のものが含まれており、これら以外はすべて共通課税仕入れに該当す
る。
イ　取引先の役員に対する香典�95 ≤000円
上記金額には、供花代45≤000円が含まれている。

ロ　取引先に対する飲食接待費用�79 3≤500円
ニ　商品の販売先を接待するために開催したゴルフコンペ代�849 ≤000円
上記金額には、ゴルフ場利用税6≤000円が含まれている。

●第二問　－預金利息－
レ　甲の事業専用通帳に国内金融機関からの普通預金利息として令和 ８年 ２月に26≤215円（源泉所
得税及び復興特別所得税、地方税の税引前の金額32≤898円）、同年 ８月に35≤166円（源泉所得税
及び復興特別所得税、地方税の税引前の金額44≤131円）が入金された。

●第 １回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
イ　国内銀行から収受した事業用資金の預入れによる利息　23≤906円（国税（復興特別所得税を含
む。）4≤594円及び地方税1≤500円の源泉徴収後の金額）

●第二問　－接待交際費の内訳－
リ　「接待交際費」には、取引先に対する歳暮（飲食料品）の購入代金32≤400円及び配送料6≤600円並
びに取引先に対する慶弔金20≤000円が含まれており、残額は全て飲食代である。

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕
ハ　取引先に贈った中元・歳暮の購入費用� 312≤100円
このなかには、商品券の購入費用140≤000円が含まれており、残額のうち103≤500円は飲食料
品の購入である。

●第二問　－クレジットカード加盟店手数料－
ワ　「支払手数料」はクレジットカードの加盟店手数料である。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第二問〕
⑾　「支払手数料」は、税理士報酬1≤280≤000円（消費税額等116≤363円）及びクレジット加盟店手数
料379≤750円の合計額である。



本試験問題 大原予想問題
●第二問　－新聞の購読費用・団体の会費－
カ　「雑費」には、定期購読契約に基づく日刊新聞の購読費用14≤100円、月刊誌の購読費用4≤950
円、同業者団体の会費30≤000円（その団体の業務運営に必要な通常会費）が含まれており、残額
は全て課税仕入れに該当する。

●第 １回直前対策模擬試験〔第二問〕
ヲ　「その他の販売費及び一般管理費」の内訳は、次のとおりである。
ハ　不動産業界に関する週刊の業界新聞の定期購読料�72 ≤000円

●第 ２回直前対策模擬試験〔第二問〕
③　同業者団体の通常会費�18 0≤000円

●第二問　－代理店手数料－
イ　顧客が加入した自賠責保険や任意保険の代理店手数料�726 ≤521円

●第 ２回直前対策模擬試験〔第二問〕
③　保険会社に代わり損害保険の加入手続きを行ったことにより収受した保険代理店収入
�141 ≤000円

●第二問　－ホームページの運営費用－
イ　ホームページの運営費用�24 0≤000円
上記金額は全て国内事業者に支払ったものであり、ホームページを改修してもらうため適格
請求書発行事業者以外の者に支払った50≤000円が含まれている。

●第 ２回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
ロ　国内の事業者に依頼した甲社のインターネット上のホームページの制作費�1 ≤899≤300円

●第二問　－通勤手当－
ト　「旅費交通費」のうち、15≤000円は自転車で通勤している従業員に係る通勤手当である。この
金額は所得税法上で非課税とされる範囲のものに該当する。

●第 １回直前予想模擬試験〔第二問〕
①　甲の経理担当者の通勤手当（通常必要と認められる範囲内であり、所得税法上の非課税限度額
を超えている金額が10≤000円含まれている。）�497 ≤600円

●第二問　－飲食料品の購入代金－
ニ　飲食料品の購入代金�292 ≤068円
上記金額のうち、120≤000円は適格請求書発行事業者以外の者に支払った金額である。

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕
ロ　その他�285 ≤700円
その他のうち、課税仕入れに該当する金額は204≤200円（この金額には、適格請求書発行事業
者以外の者からの仕入れ75≤500円が含まれており、すべて当課税期間の ９月30日までに行った
ものである。）であり、飲食料品の購入代金は86≤700円（この金額には、適格請求書発行事業者以
外の者からの仕入れ32≤080円が含まれており、すべて当課税期間の ９月30日までに行ったもの
であり、このうち一取引あたり8≤020円のものが含まれている。）である。



酒　税　法

本試験問題 大原予想問題
●第一問　発泡酒の定義
⑴　酒税法における「発泡酒」について、定義を述べなさい。

●第 １回直前予想模擬試験〔第一問〕
（1）　酒税法における「発泡酒」の定義を述べなさい。

●第一問　輸出酒類販売場に係る免税の趣旨
⑶　租税特別措置法第87条の ６《輸出酒類販売場から移出する酒類に係る酒税の免税》の趣旨につ
いて、述べなさい。

●第 １回直前予想模擬試験〔第一問〕
租税特別措置法第87条の ６では、輸出酒類販売場を経営する酒類製造者が、免税購入対象者（外
国為替及び外国貿易法に規定する非居住者で一定の者をいう。以下同じ。）に対し、免税酒類で輸
出するため一定の方法により購入されるものを販売するため、当該酒類を当該輸出酒類販売場か
ら移出する場合には、当該移出に係る酒税を免除することが規定されている。
この規定に関して、次の各問に答えなさい。

（1）　この規定が設けられている趣旨について述べなさい。

●第一問　未納税移出の趣旨及び一定の条件
酒税法第28条第 １項《未納税移出》において、酒類製造者が一定の条件を満たして移出する場合

には、当該移出に係る酒税を免除すると規定されている。
当該規定が設けられている趣旨を述べるとともに、一定の条件（適用要件）について、 ５つ述べ

なさい。

●第 ２回実力判定公開模擬試験〔第一問〕
（1）�　酒税法第28条では、酒類製造者が、一定の酒類をその酒類の製造場から一定の場所へ移出す
る場合には、当該移出に係る酒税を免除することとされている。この規定が設けられている趣
旨について述べなさい。

●第 １回直前予想模擬試験〔第一問〕
（2）�　酒税法第28条では、酒類製造者が、一定の酒類をその酒類の製造場から一定の場所へ移出す
る場合には、当該移出に係る酒税を免除することが規定されている。ついては、一定の酒類を
その酒類の製造場から一定の場所へ移出する場合を ３つ述べなさい。

●第二問　食品衛生法による収去
９ 　商品Ｂについては、「上記 ６」の令和 ８年 ８月中の移出数量の内訳に、令和 ８年 ８月 ２ 日に食
品衛生法第28条第 １項の規定により収去された20本（容器の容量350㎖）が含まれている。

●第 ２回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
11　商品Ｅについては、「上記 ６」の令和 ８年 ８月中の移出数量の内訳に、令和 ８年 ８月19日に食
品衛生法第28条第 １項の規定により東京製造場から収去された ５ケース（容器の容量240㎖、 １
ケース12本入り）が含まれている。

●第二問　外国で行われた輸出商談会で試飲させる目的での移出
10　商品Ｃについては、「上記 ６」のほか、令和 ８年 ８月10日にアメリカで行われた輸出商談会で
試飲させる目的で、令和 ８年 ８月 ３日に製造場から30本（容器の容量350㎖）を移出した。
なお、当該輸出商談会において、25本は外国人のバイヤーが試飲し、 ５本は日本人の商談会
関係者が試飲した。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第二問〕
13　商品Ｆについては、「上記 ６」のほか、令和 ８年 ８月25日に外国で行われた輸出商談会におい
て外国人のバイヤーに試飲させる目的で、令和 ８年 ８月16日に製造場から18本（容器の容量720
㎖）を輸出した。
なお、当該輸出商談会において、15本は外国人のバイヤーが飲用し、 ２本は日本人の商談会

関係者が飲用し、また、 １本は甲株式会社の代表者が飲用した。

●第二問　 ９月に移出したものの返品
11　商品Ｄについては、令和 ８年 ９月 １日に製造場から50本（容器の容量180㎖）を移出したが、同
日にそのうち40本（容器の容量180㎖）が製造場に戻し入れられた。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第二問〕
令和 ８年 ９月 １日に課税移出した50本（容器の容量720㎖）のうち、令和 ８年 ９月 ２日に10本が乙

販売場に返品された。

●第二問　得意先からの要望を受けて水等を加えた商品
15　商品Ｉについては、得意先からの要望を受けて、商品Ｈに水を加えて発泡性を有しない商品
Ｉ（アルコール分6≥0度、エキス分5≥0度）とした。
その後、商品Ｉ40本（容器の容量200㎖）を令和 ８年 ８月30日に得意先へ移出した。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第二問〕
９ 　商品Ｂについては、「上記 ６」のほか、得意先からの要望を受けて、商品Ｂに炭酸水を加えて
発泡性を有する商品Ｉ（アルコール分5≥0度、エキス分2≥8度）とした。
その後、商品Ｉ200ケース（ １ケース当たり24本入り、容器の容量350㎖）を令和 ８年 ８ 月 ５ 日
に得意先へ移出した。

●第二問　酒類に酒類を加えて発酵させた酒類（雑酒）
商品名 原料及び製造方法等

Ａ

米500㎏、米こうじ240㎏（こうじ米の重量230㎏）及び水を原料として発酵させてこ
した酒類800ℓ（アルコール分10≥0度、エキス分4≥5度）にぶどう果汁100ℓ及び水を原
料として発酵させた酒類150ℓ（アルコール分4≥0度、エキス分5≥0度）を加えてさらに
発酵させた発泡性を有しない酒類（アルコール分11≥5度、エキス分3≥0度）

●第 １回直前予想模擬試験〔第二問〕

Ｃ

グレープフルーツ（含有される糖類の重量200㎏）、果糖200㎏及び水を原料として
発酵させた酒類2≤000ℓ（アルコール分14度、エキス分 ５度）に、ブランデー100ℓ（酒
類販売業者より購入したもので、アルコール分35度、エキス分0≥2度）及びぶどう糖
100㎏を加えて発酵させた酒類（アルコール分14度、エキス分4≥7度）

●第二問　ビールにホップを加えて発酵させた酒類

Ｂ

麦芽500㎏、とうもろこし100㎏、こんぶ ５㎏、かぼちゃ ５㎏、ホップ20㎏及び水
を原料として発酵させた発泡性を有するアルコール含有物（アルコール分3≥0度、エ
キス分12≥0度）にホップ10㎏を加えてさらに発酵させた発泡性を有する酒類（アル
コール分5≥0度、エキス分3≥5度）

●第 ２回直前対策模擬試験〔第二問〕

Ｆ

麦芽1≤200㎏、ホップ500㎏、ばれいしょ400㎏、こしょう30㎏、花10㎏及び水を原
料として発酵させて、しらかばの炭でこした発泡性を有する酒類（アルコール分 ５
度、エキス分 ３度）に、ホップ100㎏、麦50㎏及びグレープフルーツ20㎏を加えて発
酵させてこした発泡性を有する酒類（アルコール分 ６度、エキス分 ３度）

●第二問　果実酒を蒸留した酒類にスピリッツを加えた酒類

Ｃ

ぶどう1≤000㎏（含有する糖類の重量200㎏）、砂糖100㎏（転化糖として換算した糖
類の重量105㎏）及び水を加えて発酵させた酒類（アルコール分13≥0度、エキス分5≥0
度）を連続式蒸留機以外の蒸留機により蒸留（留出時のアルコール分35≥0度）した酒類
400ℓにスピリッツ（アルコール分35≥0度、エキス分0≥0度）20ℓを加えた発泡性を有
しない酒類（アルコール分35≥0度、エキス分0≥0度）

●第 ２回直前対策模擬試験〔第二問〕

Ｄ

ぶどう（含有される糖類の重量100㎏）及び水を原料として発酵させた酒類（アル
コール分16度、エキス分 ５度）に、オークチップを浸してその成分を浸出させた酒類
（アルコール分16度、エキス分 ５度）を、さらに単式蒸留機で蒸留した酒類200ℓ（ア
ルコール分40度、エキス分0≥1度）に、他の酒類製造者の製造場から未納税移入した
スピリッツ1≤200ℓ（アルコール分60度、エキス分0≥1度）及び水を加えた酒類（アル
コール分30度、エキス分 ０度）

●第二問　みりん

Ｄ
米700㎏、米こうじ200㎏（こうじ米の重量190㎏）、原料用アルコール100ℓ（アル

コール分55≥0度）、とうもろこし500㎏及び水を混和してこした発泡性を有しない酒
類500ℓ（アルコール分11≥0度、エキス分40≥0度）

●第 １回直前対策模擬試験〔第二問〕

Ｆ
他の酒類製造者の製造場から未納税移入した酒類（米200㎏、米こうじ100㎏（こう

じ米80㎏）、アルコール200ℓ、とうもろこし100㎏及び水を加えてこした酒類（アル
コール分11≥5度、エキス分42度））

●第二問　15度以上で甘味果実酒 → 水等を加えて15度未満で果実酒

Ｅ
みかん2≤000㎏（含有する糖類の重量220㎏）、砂糖200㎏（転化糖として換算した糖
類の重量210㎏）及び水を加えて発酵させた酒類（アルコール分15≥0度、エキス分15≥0
度）に炭酸水を加えた発泡性を有する酒類（アルコール分8≥0度、エキス分8≥0度）

●第 １回直前予想模擬試験〔第二問〕

Ｇ

果実酒800ℓ（果実及び水を原料として発酵させたもの、アルコール分16度、エキ
ス分 ５度）に、分蜜をしない砂糖（さとうきびの搾汁を煮沸濃縮し、加工しないで冷
却した砂糖で、糖度が85度）及び水を原料として発酵させたアルコール含有物を連続
式蒸留機で蒸留（留出時のアルコール分90度）し水を加えて製造した酒類30ℓ（アル
コール分45度、エキス分 ０度）及び香りをつける目的でリキュール30ℓ（アルコール
分18度、エキス分 ４度）を加えた酒類（アルコール分17度、エキス分4≥7度）に、さら
に水を加えた酒類（アルコール分14度、エキス分3≥9度）



本試験問題 大原予想問題
●第二問　原料用アルコールに焼酎を加えた酒類

Ｆ

麦600㎏、麦こうじ300㎏及び水を加えて発酵させたアルコール含有物を連続式蒸
留機以外の蒸留機により蒸留（留出時のアルコール分55≥0度）した酒類（アルコール分
55≥0度、エキス分0≥0度）に米300㎏、米こうじ150㎏及び水を加えて発酵させたアル
コール含有物を連続式蒸留機以外の蒸留機により蒸留（留出時のアルコール分36≥0
度）した酒類（アルコール分36≥0度、エキス分0≥0度）を加えた発泡性を有しない酒類
（アルコール分45≥0度、エキス分0≥0度）

●第 １回直前予想模擬試験〔第二問〕

Ｈ

米こうじ及び水を原料としたアルコール含有物を連続式蒸留機により蒸留（留出時
のアルコール分85度）し水を加え、木製の容器に12ヶ月間貯蔵した酒類（アルコール
分46度、エキス分0≥2度）に、麦こうじ、分蜜をした砂糖及び水を原料として発酵さ
せたアルコール含有物を連続式蒸留機により蒸留（留出時のアルコール分95度）し水
を加え、木製の容器に10ヶ月間貯蔵した酒類（アルコール分25度、エキス分0≥1度）及
び水を加えた酒類（アルコール分20度、エキス分0≥1度）

●第二問　着色料としてカラメルを使用したビール

Ｇ
麦芽600㎏、ごま10㎏、かき ５㎏、蜂蜜 ３㎏、カラメル ２㎏、ホップ20㎏及び水を

原料として発酵させた発泡性を有する酒類（アルコール分6≥0度、エキス分12≥0度）

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕

Ｅ

麦芽900㎏、ホップ50㎏、コーン350㎏、スターチ40㎏、ハーブ40㎏、カフェイン
（苦味料）10㎏、カラメル（着色料）10㎏及び水を原料として発酵させて、しらかばの
炭でこした発泡性を有する酒類（アルコール分4≥5度、エキス分 ４度）に、さらにぶど
う ５㎏を加えて発酵させてこした発泡性を有する酒類（アルコール分 ５度、エキス分
4≥5度）

●第二問　米と米こうじを原料として発酵させた（こしていない）酒類

Ｈ
米800㎏、米こうじ200㎏、そば100㎏及び水を原料として発酵させた酒類（アル

コール分20≥0度、エキス分5≥0度）にみかん果汁250㎏を混和した発泡性を有しない酒
類（アルコール分12≥0度、エキス分10≥0度）

●第 ２回直前予想模擬試験〔第二問〕

Ｆ

麦100㎏、麦こうじ30㎏及び水を原料として発酵させたアルコール含有物を連続式
蒸留機により蒸留（留出時のアルコール分90≥0度、エキス分0≥0度）して水を加えた酒
類20ℓ（アルコール分35≥0度、エキス分0≥0度）、米300㎏、米こうじ100㎏、糖類100
㎏及び水を原料として発酵させた酒類1≤500ℓ（アルコール分18≥0度、エキス分4≥5
度）



法 人 税 法

本試験問題 大原予想問題
●第二問
問 １
【資料 ３】
⑵　当社は、内国法人であるＧ社の発行済株式を数年前より所有していたが、令和 ８年 ９月にＧ
社から資本剰余金を原資とする10≤800≤000円（源泉徴収税額 ０円）の配当の支払を受け、同額を
Ｇ社株式の帳簿価額から減額した。なお、Ｇ社の払戻しに関する資料は次のとおりである。
①　Ｇ社の払戻し直前の発行済株式数の総数� 50≤000株　　
②　Ｇ社の払戻し直前の資本金等の額� 120≤000≤000円　　
③　Ｇ社の減少した資本剰余金の額� 30≤000≤000円　　
④　Ｇ社の前事業年度末の簿価純資産価額� 180≤000≤000円　　
⑤　当社が所有するＧ社の発行済株式数� 18≤000株　　
⑥　当社が所有するＧ社株式の払戻し直前の帳簿価額� 54≤000≤000円　　
⑶　当期に支払った支払利子等の金額は次のとおりである。
①　借入金の利子� 4≤452≤300円　　
②　売上割引料� 1≤659≤000円　　
③　手形売却損� 250≤000円　　

●第 １回直前予想模擬試験〔第二問〕
【資料 ２】
⑵　当社は当期の ８月に丙社の資本の払戻しにより、4≤500≤000円の交付を受けた。丙社の払戻し
に関する資料は以下のとおりであり、当社は払戻金額を丙社株式の帳簿価額から控除している。
①　払戻直前の １株当たりの帳簿価額� 1≤100円
②　減少した資本剰余金の額� 15≤000≤000円
③　払戻直前の資本金等の額� 90≤000≤000円
④　払戻直前の利益積立金額� 20≤000≤000円
⑤　払戻直前の前期末の丙社の資産の帳簿価額� 180≤000≤000円
⑥　払戻直前の前期末の丙社の負債の帳簿価額� 70≤000≤000円

⑶　当期における支払利息勘定の内訳は、次のとおりである。
①　借入金の利子� 350≤000円
②　売上割引料� 143≤000円
③　法人税の利子税� 80≤000円
④　手形割引料� 220≤000円

●第二問
問 １
【資料 ４】
⑵　貸付金は全てＨ社に対するものである。Ｈ社は、令和 ８年 ３月10日に再生計画認可の決定を
受け、当社の有していた貸付金50≤000≤000円について次の事項が決定した。なお、この貸付金
にはＨ社所有の土地（時価12≤000≤000円）が担保に供されている。当社は、前期の決算において
切り捨てられた金額を貸倒損失として損金経理するとともに、弁済の見込みがないと認められ
る部分の金額を貸倒引当金勘定に繰り入れた。また、今期の決算においても同様に貸倒引当金
勘定に繰り入れている。
①　当社の有する貸付金50≤000≤000円のうち、8≤000≤000円を切り捨てる。
②　貸付金のうち12≤000≤000円は令和15年 ３ 月末までたな上げする。
③　残額の30≤000≤000円は、弁済回数10回の年賦により均等弁済で支払う。
④　第 １回目の支払日は令和 ８年 ５月末日とし、以後毎年 ３月末に3≤000≤000円を支払う。

●第 ３回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
Ⅲ
９ ≥ 長期貸付金

戊社 20≤000≤000円

戊社に対するものであるが、戊社は令和 ８年 ９月25日に民
事再生法の規定による再生手続き開始の申立てを行い、令和
９年 ３月 ５日に再生計画認可の決定を受け、甲社の有する貸
付金について以下の決定がされた。なお、当該貸付金につい
ては第 １順位の抵当権により担保される金額が5≤000≤000円
ある。
⑴　債権金額の20％は切り捨てる。
⑵　債権金額のうち、10≤000≤000円は再生計画認可の決定の
日から ８年を経過する日までたな上げする。

⑶　残額は令和 ９年 ９月末を第 １回目としてその後毎年12月
末に600≤000円ずつ10回均等分割により弁済を受ける。

●第一問
問 ２（10点）
東京都内に所在するＡマンションでは、Ａマンション並びにその敷地及び附属施設の管理等を
行うことを目的として、区分所有者全員によって、当該区分所有者の １人を理事長とするＡマン
ション管理組合（以下「Ａ組合」という。）が構成されている。Ａ組合は、移動体通信業者Ｂより携帯
基地局（アンテナ）を設置するためにＡマンションの共用部分である屋上部分を使わせて欲しいと
の要請を受けたため、Ａ組合の総会の決議に基づき、移動体通信業者Ｂとの間に令和 ８年 ４月 １
日以降の期間で建物賃貸借契約を結び、毎月適正な賃料の支払を受けることとなった。
この場合において、次の【事実関係】に基づき、Ａ組合の課税関係について、その法的な理由を

付して答えなさい。
なお、【事実関係】以外の事項を考慮する必要はなく、また、Ａ組合に納税義務が生ずる場合に
は、適用される税率、事業年度のほか、経理に当たって税務上求められる株式会社の場合とは異
なる事項及び所轄税務署に対して行うべき株式会社の場合とは異なる手続についても述べること。

【事実関係】
⑴　Ａ組合は、建物の区分所有等に関する法律第47条第 １項の適用を受けて法人となったもの
（いわゆる管理組合法人）には該当しない。
⑵　Ａ組合は、①団体としての組織を備え、②多数決の原則が行われ、③構成員の変更にもか
かわらず団体そのものが存続し、④その組織によって代表の方法、総会の運営、財産の管理
その他団体としての主要な点が確定していると認められる。
⑶　Ａ組合では、上記賃料を収入するほか、各区分所有者から管理費を徴収し、連絡文書の印
刷やＡマンション及びその敷地の清掃に要する費用を支出しており、これらの収支について、
臨時総会で会計報告をしているが、規約等において特に会計期間は定められていない。

●全国統一公開模擬試験〔第一問〕
問 ２（20点）
次の⑴から⑸に掲げるものの法人税の納税義務、課税所得の範囲及び適用される税率について、

簡潔に答えなさい。なお、資料に記載された内容以外の事項については、考慮する必要はない。
⑵　一般社団法人等に関する法律に規定する一般社団法人（以下「Ｂ法人」という。）
Ｂ法人（基金100≤000円）は、平成29年10月 １ 日に設立（主たる事務所：大阪市北区）された一般
社団法人である。なお、Ｂ法人の定款等には、次の内容が記されている。
①　市民、企業及び自治体と連携し、労働人口減に対処するための人材育成事業を目的とする。
なお、設立当初より、非収益事業の係る収入（会費収入、協賛企業からの協賛金収入や一般

からの寄附金収入）のほか、収益事業（目的事業のための事業活動）を行っている。
②　社員は、社員総会において定められた入会金及び会費を納入しなければならない。
③　理事 ３名以上 ８名以内とし、代表理事 １名、副代表理事 １名、業務執行理事 ３名以内とす
る。なお、理事と当該理事の親族等である理事の合計数は理事総数の ３分の １以下である。

④　理事は理事会を構成し、法令及びこの定款の定めるところにより、職務に従事する。
⑤　Ｂ法人の事業年度は毎年10月 １ 日から翌年 ９月末日とする。
なお、当期は令和 ８年10月 １ 日から令和 ９年 ９月30日であり、事業活動から生じる所得金

額は45≤000≤000円である。
⑥　Ｂ法人は、剰余金の分配を行わない。
⑦　Ｂ法人が清算する場合において残余財産を有するときは、社員総会の決議を経て、国また
は地方公共団体に贈与するものとする。
（注）　当期を前提に解答すること。

●第二問
問 １
【資料 ２】
当社の当期における減価償却資産（貸付けの用に供されたものはない。）に関する事項は次のとお
りであり、これらの償却方法の選定について、何ら届出を行っていない。

種類 取得価額 期首帳簿価額 当期償却額 法定耐用年数
機械装置Ａ 28≤000≤000円 １ 円 ─ 10年
器具備品Ｂ 3≤000≤000円 ─ 3≤000≤000円 15年
器具備品Ｃ 350≤000円 ─ 350≤000円 ４ 年

⑴　機械装置Ａは、平成27年 ２ 月に事業の用に供したものであるが、令和 ８年 ８月に補修整備を
行い、同年10月より再び事業の用に供した。この補修整備に要した費用2≤000≤000円について
は、当期の費用として損金経理している。なお、この補修整備は価値を高めるものではなく、
耐久性を増すものには該当しない。
⑵　器具備品Ｂは、令和 ９年 ３ 月に購入した24台分のキャビネット（ １台当たり125≤000円）であ
る。当社は、取得後直ちにこれらの全台を事業の用に供した。
⑶　器具備品Ｃは、令和 ９年 ３月に取得した新品のパソコン １台であり、当社は、取得後直ちに
事業の用に供した。なお、設置費用25≤000円については、当期の費用として損金経理した。

●第 ４回実力判定公開模擬試験〔第二問〕　問Ⅱ
問　次の【資料10】〜【資料11】に基づき、戊社の当期における税務上調整すべき金額をその計算過
程を示した上で、「別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書」に示しなさい。

【資料10】固定資産に関する事項
⑴　戊社が事業年度終了時に保有する減価償却資産で留意すべき資産は次のとおりである。な
お、戊社は減価償却資産に関する償却方法の選定及び届出はしていない。

資産の種類 取得価額 期首帳簿価額 当期償却費
法定

耐用年数
備考

建 物 80≤000≤000円 54≤080≤000円 1≤944≤000円 38年 ※ １
構 築 物 20≤000≤000円 1≤725≤153円 244≤971円 15年 ※ ２
車 両 3≤600≤000円 2≤401≤200円 799≤599円 ６ 年 ※ ３
器具備品 3≤600≤000円 ─ 3≤600≤000円 ４ 年 ※ ４

※ １� 　建物は、戊社が平成19年 ３ 月31日以前に取得した資産であり、取得日より事業の用に
供されている。なお、繰越償却超過額は生じていない。

※ ２� 　構築物は、戊社が平成19年 ３ 月31日以前に取得した資産であり、取得日より事業の用
に供されている。なお、繰越償却超過額は生じていない。

※ ３ �　車両は、戊社が平成24年 ４ 月 １ 日以後に取得した資産であり、取得日より事業の用に
供されている。なお、繰越償却超過額は生じていない。

※ ４� 　器具備品は当期 ７月に取得した資産（単価180≤000円のパーソナルコンピュータ20台の
合計額）であり、取得日より事業の用に供されている。

※ ５� 　上記の資産のほか、戊社は前期において特別償却対象資産につき、特別償却限度額相
当額を剰余金の処分により特別償却準備金として積み立てている。前期に積み立てた特
別償却準備金について、当期において一部を取り崩している。
なお、特別償却対象資産の耐用年数は15年であり、減価償却計算は適正に行われてい

る。



本試験問題 大原予想問題
●第一問
問 １
⑶　「他の者」が次のイ又はロに掲げる個人である場合におけるＡ社の本件譲渡に係る当期の所得
の金額の計算に関する税務上の処理について、その法的な理由を付して答えなさい。
なお、本件譲渡は、イ及びロのいずれについても退職給与の支給に該当しないことを前提と
する。
イ　Ａ社の専務取締役ａ
なお、Ａ社の定時株主総会など所定の手続を経て決定されたａの役員給与は、年額
36≤000≤000円で、毎月3≤000≤000円の同額にて銀行振込により支払われており、法人税法上の
損金算入要件を満たしている。
ロ　ａの配偶者であるＡ社の経理担当の使用人ｂ
なお、Ａ社の全ての使用人に等しく適用される就業規則に基づき、Ａ社とｂとの間で締結
された雇用契約の定めに従って、3≤600≤000円（毎月300≤000円）が銀行振込により支払われて
いる。

●第 １回実力判定公開模擬試験〔第一問〕　問 １
［資料 ２］
内国法人である乙株式会社（非同族会社。以下「乙社」という。）が、当期（令和 ８年 ４月 １ 日から

令和 ９年 ３月31日まで）において損金経理により役員等に支給した給与等の内容は次のとおりであ
る。

（単位：円）
氏　　名 役 職 名 報　　酬 賞　　与 支給総額
Ｈ 氏 専 務 取 締 役 11≤700≤000 5≤100≤000 16≤800≤000
Ｉ 氏 取 締 役 4≤500≤000 ─ 4≤500≤000
⑴　専務取締役であったＪ氏の退任に伴い、令和 ８年 ８月開催の取締役会において、Ｈ氏を常
務取締役から専務取締役に昇格させることを決定した。これに伴い、同月に臨時株主総会を
開催し、Ｈ氏に対する月額報酬を当期の ９月支給分より、月額800≤000円から月額1≤100≤000
円に増額することを決定した。なお、Ｈ氏に対する報酬は毎月25日に支給している。

⑵　Ｉ氏は非常勤の取締役であり、当期の ７月に報酬の全額を一括支給している。
⑶　役員に支給した賞与は税務署長に対して一切の届出を行っていない。
⑷　各人毎の職責等に照らした給与の適正額は、Ｈ氏が11≤520≤000円、Ｉ氏が4≤000≤000円であ
る。

［設問 ２］
⑴　法人税法における定期同額給与及び事前確定届出給与の意義について、簡潔に説明しなさ
い。

⑵　乙社が支給するＨ氏及びＩ氏に対する給与の額のうち、損金不算入となる金額はいくらか。
⑴を踏まえて説明しなさい。なお、損金不算入額がない場合は「 ０円」と示すこと。

●第一問
問 １
⑵　「他の者」が株式会社Ｃ（年 １回 ３月末決算法人で、設立以来その発行済株式の全てがＸに保有
されている。以下「Ｃ社」という。）である場合について、Ｘが①個人株主であるとき、②法人株
主であるとき、のそれぞれの場合におけるＡ社とＣ社それぞれの本件譲渡に係る当期の所得の
金額の計算に関する税務上の処理及びこの処理に伴って必要となる手続について、その法的な
理由を付して答えなさい。

●第 １回直前予想模擬試験〔第二問〕
【資料 １】　当社の変遷に関する事項
⑴　当社は、平成20年に個人であるＡ（以下「Ａ氏」という。）及び内国法人である乙株式会社（Ａ氏
の全額出資により設立された年 １回 ５月末決算法人である。以下「乙社」という。）の共同出資に
より設立され、当社の発行済株式200≤000株のうちＡ氏及び乙社がそれぞれ100≤000株を保有し
ている。その後、平成28年に乙社及び当社の共同出資により、内国法人である丙株式会社（年 １
回 ３ 月末決算法人。以下「丙社」という。）を設立し、丙社の発行済株式90≤000株のうち乙社が
63≤000株、当社が27≤000株を保有している。当期末時点において、株式の保有割合に異動は生
じていない。

●第二問
問 １
【資料 ３】
⑴　当社が当期において収受した配当等については次のとおりであり、当社は、配当等の額につ
いては当期の収益に計上し、源泉徴収税額については当期の費用として損金経理した。なお、
次の株式は、全て内国法人に係るものであり、配当等に係る基準日は、それぞれ配当等の計算
期間の末日である。

銘柄 計算期間 配当等の額 源泉徴収税額

Ｄ社株式
令和 ７年 ４月 １日〜
令和 ８年 ３月31日

20≤000≤000円 0円

Ｅ社株式
令和 ７年 ５月 １日〜
令和 ８年 ４月30日

3≤800≤000円 581≤970円

Ｆ社株式
令和 ７年 ４月 １日〜
令和 ８年 ３月31日

1≤200≤000円 0円

①　Ｄ社の発行済株式数の100％を、Ｄ社の設立以来、継続して保有している。
②　Ｅ社の発行済株式数の総数は500≤000株であり、当社の取得状況は次のとおりである。
㋑　令和 ７年 ４月15日� 5≤000株購入　　
㋺　令和 ８年 ４月10日� 3≤000株購入　　
㋩　令和 ８年 ６月12日� 2≤000株譲渡　　

③　Ｆ社の発行済株式数の総数は100≤000株であり、当社の取得状況は次のとおりである。
㋑　令和 ６年 １月15日� 30≤000株購入　　
㋺　令和 ８年 ２月10日� 10≤000株購入　　

⑶　当期に支払った支払利子等の金額は次のとおりである。
①　借入金の利子� 4≤452≤300円　　
②　売上割引料� 1≤659≤000円　　
③　手形売却損� 250≤000円　　

●第 １回プレ模擬試験〔第二問〕　問Ⅰ
問 ３ �　【資料 ３】に基づき、当期における税務上調整すべき金額を計算しなさい。なお、解答は、
税務上調整すべき金額（加算・減算の別及び留保・流出の別）及びその計算過程を記載しなさ
い。

【資料 ３】　国内配当に関する事項
⑴　当期において内国法人が発行する株式について、収受した受取配当等の額は次のとおりであ
り、当社は源泉徴収税額控除後の差引手取額を収益に計上している。

銘柄等 受取配当等の額 源泉徴収税額 配当等の計算期間
乙社株式 2≤000≤000円 ── Ｒ ７ ≥ ４ ≥ １～ Ｒ ８ ≥ ３ ≥31
丙社株式 700≤000円 142≤940円 Ｒ ７ ≥10≥ １～ Ｒ ８ ≥ ９ ≥30
丁社株式 100≤000円 15≤315円 Ｒ ７ ≥ ４ ≥ １～ Ｒ ８ ≥ ３ ≥31

（注 １）　乙社株式は、〔資本関係〕に掲げる乙社が発行する株式である。
（注 ２）　丙社株式は、〔資本関係〕に掲げる丙社が発行する株式である。
（注 ３）　丁社株式は、〔資本関係〕に掲げる丁社が発行する株式である。
（注 ４）　上記表中の配当金に係る基準日は、それぞれ配当等の計算期間の末日である。
⑵　当期に支払った利子及び割引料の合計額は975≤000円であり、その内訳は次のとおりである。
①　借入金の利子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　650≤000円
②　売上割引料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　174≤000円
③　事業用地の取得価額に算入した借入金の利子（当期対応分）　　120≤000円
④　従業員預り金の利子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 31≤000円

●第二問
問 １
【資料 ４】
⑺　当社の前 ３年以内事業年度における一括評価金銭債権の額及び貸倒損失の額は、次のとおり
である。

事業年度
令和 ５年 ４月 １日〜
令和 ６年 ３月31日

令和 ６年 ４月 １日〜
令和 ７年 ３月31日

令和 ７年 ４月 １日〜
令和 ８年 ３月31日

一括評価
金銭債権
の額

Ｄ社 29≤506≤000円 31≤111≤000円 55≤425≤000円
Ｆ社 490≤000円 703≤000円 990≤000円
その他 866≤774≤000円 921≤823≤000円 978≤256≤000円

貸倒損失の額 335≤000円 502≤000円 8≤765≤000円

●第 １回プレ模擬試験〔第二問〕　問Ⅰ
問 ４
【資料 ４】
⑵　当社の各事業年度における一括評価金銭債権の額及び貸倒損失額の税務上適正額は、次のと
おりである。

区分 Ｒ ５ ≥ ４ ≥ １～ Ｒ ６ ≥ ３ ≥31 Ｒ ６ ≥ ４ ≥ １～ Ｒ ７ ≥ ３ ≥31 Ｒ ７ ≥ ４ ≥ １～ Ｒ ８ ≥ ３ ≥31
一括評価金銭債権
の額

179≤000≤000円 166≤000≤000円 194≤000≤000円

貸倒損失額 1≤960≤000円 2≤040≤000円 2≤100≤000円

（注 １）�　前期（令和 ７年 ４月 １ 日〜令和 ８年 ３月31日）における一括評価金銭債権の額には乙社
に対するものが、4≤000≤000円含まれている。

●第二問
問 １（40点）
次の【資料 １】〜【資料 ５】に基づき、当社の当期における税務上調整すべき項目及び金額（加算・
減算の別及び留保・社外流出の別並びにその総額）並びにその計算過程を、答案用紙の該当欄にそ
れぞれ答えなさい。また、税務上調整すべき金額がない場合には、その旨及びその理由を該当す
る計算過程欄に記載すること。

●第 ２回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
問 ３ �　【資料 ３】に基づき、乙社の当期における税務上調整すべき金額を計算しなさい。なお、解
答は、各資産につき税務上調整すべき金額（加算・減算の別及び留保・社外の別）及びその計
算過程を記載することとし、処理方法が複数ある場合には、納税者が有利となる方法を用い
なさい。また、税務上調整すべき金額がない場合には、計算過程の欄に「調整すべき金額はな
い」旨とその理由を記載しなさい。



相 続 税 法

本試験問題 大原予想問題
●第一問　問 ２
次の［設例］に基づき、以下の［問］に答えなさい。
［設例］
個人Ｘは、次のとおり個人Ｙ（個人Ｘの子）に贈与を行っていたが、令和 ８年10月に個人Ｘは死
亡した。個人Ｙは、個人Ｘの相続について放棄し、財産等を取得していない。
また、個人Ｙは、当該贈与以外の贈与を受けたことはなく、全て適法に申告等の手続を行って
いる。

贈与日 贈与の内容 備　考
令和 ５年 ４月 現金300万円
令和 ６年 ４月 現金500万円
令和 ７年 ８月 建物2≤500万円

（贈与時の価額（時価））
・相続時精算課税を適用（相続税法第21条の ９に規定
する相続時精算課税選択届出書を提出）して、贈与
税の申告をしている。
・令和 ８年 ５月に災害によりこの建物が相当の被害を
受けたため、租税特別措置法第70条の ３の ３（相続
時精算課税に係る土地又は建物の価額の特例）の規
定による承認を申請し、同年 ９月に税務署長の承認
を受けた（被災価額500万円）。

令和 ８年 ４月 現金800万円

［問］
上記の贈与に関し、個人Ｘの相続に係る個人Ｙの相続税の課税価格について、関連する条文に
触れつつ説明しなさい。

●第 １回実力判定公開模擬試験〔第一問〕　問 ２
次の［設例］に基づき、以下の［問］に答えなさい。

［設例］
父Ｘは、令和 ８年 ８月に死亡した。子Ａは、父Ｘに係る相続に関し適法に相続の放棄をしてお

り、遺言による財産の取得もしていないが、父Ｘから生前に次のとおり贈与を受けている。子Ａ
は、贈与税の申告、納付が必要なものについては適法に済ませている。
なお、父Ｘ及び子Ａは、日本国籍を有しており、日本国外に住所を有していたことはない。ま

た、以下の １及び ２に掲げる贈与以外の贈与については考慮する必要はない。
１ �　平成30年 ９ 月に、父Ｘから、家屋（贈与時の時価800万円）の贈与を受け、父Ｘを特定贈与者
として、相続時精算課税の適用を受けた。
２ �　令和 ６年 ５ 月に、父Ｘから、上記 １の家屋の敷地の用に供されている土地（贈与時の時価
3≤000万円）の贈与を受けた。

なお、令和 ７年 ９月に上記 １の家屋及び ２の土地の存する地域において、台風による水害が発
生し、これらの家屋及び土地について相当の被害が生じている。子Ａは、令和 ７年12月に、子Ａ
の贈与税の納税地の所轄税務署長に租税特別措置法第70条の ３の ３に規定する相続時精算課税に
係る土地又は建物の価額の特例（以下「本特例」という。）の適用を受けるための申請書を適法に提
出している。
その後、子Ａの贈与税の納税地の所轄税務署長より本特例の適用に係る承認の通知とともに、

被災した家屋及び土地についての被災価額（家屋の被災価額は600万円、土地の被災価額は1≤000
万円）が通知された。

（中略）
［問］
父Ｘの死亡に係る相続税の計算において、子Ａが贈与により取得した家屋及び土地の相続税の

課税価格に算入すべき又は相続税の課税価格に加算される財産の価額はいくらになるか、関連す
る条文に触れつつ説明しなさい。なお、本特例の適用を受けるための申請については説明を要し
ない。

●第二問　【資料 １】　家屋Ｈ
⑷　家屋Ｈの被相続人甲の共有持分 ２分の １は、配偶者乙に遺贈する。
家屋Ｈ（固定資産税評価額60≤000≤000円）は、上記⑶の宅地Ｇの上に存する建物である。被相

続人甲と配偶者乙は、この家屋Ｈを共有し（それぞれの共有持分は ２分の １である。）、これを平
成20年から賃貸借契約により ２人の名義で、第三者に賃貸していたが、配偶者乙は被相続人甲
に対して地代等の支払はしていなかった。また、配偶者乙は、被相続人甲の相続開始後、被相
続人甲の賃貸も引き継ぎ、相続税の申告期限まで引き続き貸し付けている。なお、配偶者乙は
被相続人甲と生計を一にしていた。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第二問〕　【資料 １】　貸家Ｌ
⑷　貸家Ｌの持分 ５分の ３は、配偶者乙に遺贈する。
貸家Ｌ（建物全体の固定資産税評価額30≤000≤000円）は、上記⑶の宅地Ｋの上に存するもので
あり、平成28年 ４ 月より第三者に対して賃貸借契約で貸し付けられていた。貸家Ｌの共有者は
配偶者乙であるが、配偶者乙は貸家Ｌの建築に当たって、建築費用の ５分の ２相当額を支出す
ることにより貸家Ｌの持分 ５分の ２を有していた。なお、宅地Ｋは亡父の相続により被相続人
甲が取得した空地であったが、貸家Ｌの建築に当たり、配偶者乙の貸家Ｌの持分 ５分の ２に対
応する敷地部分については使用貸借契約が締結されていた。宅地Ｋ及び貸家Ｌを取得した配偶
者乙は、相続税の申告期限まで引き続き宅地Ｋ及び貸家Ｌを有し、かつ、貸付事業の用に供し
ている。

●第二問　【資料 １】　宅地Ｅ

路線価100千円（普通商業・併用住宅地区）

15ｍ

20ｍ

容積率400％

容積率300％

宅地Ｅ

（225㎡）

（75㎡）

家屋Ｆ

●第 １回実力判定公開模擬試験〔第二問〕　【資料 １】　Ｎ土地
①　Ｎ土地（普通商業・併用住宅地区所在）は、配偶者乙が取得する。

路線価　120千円

25ｍ

360㎡　容積率200％

Ｎ土地(750㎡)

390㎡　容積率300％

30ｍ

●第二問　【資料 １】　Ｊ社株式
ト　Ｊ社の法人税の課税所得金額等は次のとおりである。

事業年度
法人税の課税所
得金額

左のうち非経常
的な利益金額

受取配当等の益
金不算入額

左の所得税額

直前期 2≤500≤000円 （（注 １）参照） 100≤000円 20≤000円
直前々期 0円 0円 80≤000円 16≤000円

直前々期の前期 △1≤000≤000円 0円 100≤000円 20≤000円

（注 １）�　直前期の損益計算書上、特別利益500≤000円、特別損失200≤000円があるが、それぞれ
事業の用に供していた固定資産を売却したことによるものである。

（注 ２）�　直前期の法人税の課税所得金額の計算上、損金の額に算入した繰越欠損金の控除額は
1≤500≤000円である。

（注 ３）�　直前々期の法人税の課税所得金額の計算上、損金の額に算入した繰越欠損金の控除額
は2≤000≤000円である。

チ　Ｊ社の直前期末における法人税申告書の別表五㈠（利益積立金額及び資本金等の額の計算に関
する明細書）の記載事項は次のとおりである。
差引翌期首現在利益積立金額の差引合計額　　52≤000≤000円
差引翌期首現在資本金等の額の差引合計額　　10≤000≤000円

●第 ２回直前対策模擬試験〔第二問〕　【資料 １】　Ｋ社株式
⑥　Ｋ社の比準要素の金額の計算の基となる金額は、次のとおりである。
イ　令和 ８年 ３月期末以前の ３年間において配当をしていない。
ロ　Ｋ社の利益金額は次のとおりである。
令和 ８年 ３月期　　1≤000≤000円（注 １）
令和 ７年 ３月期　△3≤000≤000円（注 ２）
令和 ６年 ３月期　　2≤000≤000円
（注 １）　固定資産売却益4≤000≤000円が含まれている。
（注 ２）�　発生した欠損金3≤000≤000円は翌期に繰り越されて損金の額に算入されている。な

お、令和 ７年 ３月期以前に損金の額に算入された繰越欠損金はない。
ハ　Ｋ社の利益積立金額は次のとおりである。
令和 ８年 ３月期末　38≤000≤000円
令和 ７年 ３月期末　41≤000≤000円



本試験問題 大原予想問題
●第二問　【資料 １】　Ｊ社株式
ヌ　Ｊ社の令和 ８年 ３月31日現在の貸借対照表上の資産及び負債の金額は次のとおりである。

（単位：円）
資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額
現金及び預金 33≤927≤200 買掛金 11≤520≤000
売掛金 15≤000≤700 借入金 36≤000≤000
貸付金 1≤200≤000 未払金 2≤890≤300
棚卸資産 16≤300≤000
建物 21≤000≤000
車両運搬具 8≤640≤000
土地 69≤000≤000
保険積立金 12≤000≤000

合計 177≤067≤900 合計 50≤410≤300

（注 １）�　Ｊ社は課税時期において仮決算を行っていないため、課税時期における資産及び負債
の金額は明確ではないが、令和 ８年 ３月31日から課税時期までの間に資産及び負債の金
額について著しく増減がないため、評価額の計算には影響しないものとする。

（注 ２）�　「貸付金」のうち300≤000円は、債務者について破産法の規定による破産手続開始の決定
があり、課税時期において回収不能と見込まれる。

●第 ２回プレ模擬試験〔第二問〕　【資料 １】　Ｑ社株式
ト　令和 ８年 ７月31日現在のＱ社の貸借対照表の資産及び負債の金額は次のとおりである。
なお、Ｑ社は相続開始時に仮決算を行っていないため、相続開始時における資産及び負債の

金額が明確ではないが、相続開始時の直前に終了した事業年度末から相続開始時までの間に資
産及び負債について著しい増減がなく評価額の計算には影響しない。

（単位：円）
資産の部 金　額 負債の部 金　額

現金及び預金 199≤904≤800 買掛金 53≤000≤000
売掛金 49≤651≤300 借入金 29≤000≤000
貸付金 21≤000≤000 貸倒引当金 700≤000
有価証券 26≤840≤000 賞与引当金 5≤200≤000
棚卸資産 24≤000≤000 退職給付引当金 20≤000≤000
土地 60≤000≤000
建物 42≤000≤000
保険積立金 12≤000≤000

合　計 435≤396≤100 合　計 107≤900≤000

（注）１ �　「現金及び預金」について、相続開始時における既経過利子の額は170≤000円である。
２　「売掛金」の金額のうち2≤680≤000円については、令和 ８年 ８月 ３日において回収不能
と見込まれる。

●第二問　【資料 １】　生命保険契約
区分 Ｋ生命保険契約 Ｌ生命保険契約 Ｍ生命保険契約

保険契約者 被相続人甲 被相続人甲 被相続人甲
被保険者 被相続人甲 被相続人甲 夫Ｂ′

保険料負担者 被相続人甲
被相続人甲　 １ / ２
夫Ｂ′　　　 １ / ２

被相続人甲

保険金受取人 配偶者乙 甥Ｄ 甥Ｄ
保険金額 20≤000≤000円 20≤000≤000円 5≤000≤000円
支払済保険料 18≤000≤000円 18≤000≤000円 4≤500≤000円

●第 ２回直前対策模擬試験〔第二問〕　【資料 １】　生命保険契約
区　分 Ｒ生命保険 Ｓ生命保険 Ｔ生命保険

保険契約者 被相続人甲 Ｄの子Ｇ 被相続人甲
被保険者 被相続人甲  妻Ｄ′ 被相続人甲

保険料負担者 被相続人甲
被相続人甲 １ / ２
 妻Ｄ′１ / ２

被相続人甲

保険金受取人 配偶者乙70％・子Ｃ30％ Ｄの子Ｇ 子Ａ
保険金額 年3≤000≤000円 20≤000≤000円 10≤000≤000円

払込済保険料 18≤000≤000円 7≤000≤000円 6≤000≤000円

●第二問　【資料 １】　Ｊ社株式
事業年度 年配当金額 左のうち非経常的な配当金額
直前期 150≤000円 0円
直前々期 150≤000円 60≤000円

直前々期の前期 0円 0円

●第 ２回実力判定公開模擬試験〔第二問〕　【資料 １】　Ｍ社株式
令和 ８年 ３月期末以前 １年間の年配当金額 5≤500≤000円 （注）２
令和 ７年 ３月期末以前 １年間の年配当金額 4≤000≤000円 ─
令和 ６年 ３月期末以前 １年間の年配当金額 4≤000≤000円 ─

●第二問　【資料 １】　Ｉ社株式
ハ　配当金交付の基準日	 令和 ８年 ７月31日
ニ　予想配当金額	 現金配当　 １株につき400円
ホ　配当落の日	 令和 ８年 ７月30日

●第 ３回実力判定公開模擬試験〔第二問〕　【資料 １】　Ｇ社株式
ハ　配当交付金の基準日　　令和 ８年 ４月21日
ニ　予想配当金額　　 １株につき ５円
ホ　配当落ちの日　　令和 ８年 ４月20日

●第二問　【資料 １】　親族図表
亡祖父戊

亡祖母己

亡姉Ｂ

夫Ｂ′
亡父丙

亡母丁

叔父Ａ

養子被相続人甲

被相続人甲

配偶者乙

弟Ｃ

甥Ｄ

●第 ２回直前予想模擬試験〔第二問〕　【資料 １】　親族図表

被相続人甲

亡父

前妻

配偶者乙

亡妹Ｃ

　夫Ｃ′

　妻Ｄ′

姪Ｅ

子Ａ

姪Ｇ

亡兄Ｂ

　妻Ｂ′

甥Ｆの子Ｈ

亡甥Ｆ

　妻Ｆ′

弟Ｄ

亡母



所 得 税 法

本試験問題 大原予想問題
●第一問
問 １（30点）
居住者甲は、卸売業を営んでおり、取引先に自動車で商品を配達している途中で、不注意で交
通事故を起こした。そのため、その相手方に怪我に対する損害賠償金を支払った。
別日に、同じく商品を配達している途中で、交通事故にあい、甲は怪我を負うとともに配達中
の商品が破損した。そのため、相手方が契約する損害保険会社から、怪我に対する損害賠償金及
び商品に対する損害賠償金（商品の販売価額相当額）を受け取った。
また、この交通事故により配達に使用する自動車が破損し修理に １か月を要したので、相手方
が契約する損害保険会社から、 １か月間休業することに対する休業補償金（ １か月分の売上を補償
するもの）を受け取った。
上記設例を前提として、⑴〜⑶の問に回答しなさい。
⑴　甲が支払った損害賠償金の所得税法上の取扱いについて簡潔に説明しなさい。
⑵　甲が受け取った怪我に対する損害賠償金、商品に対する損害賠償金の所得税法上の取扱い
についてそれぞれ簡潔に説明しなさい。
⑶　甲が受け取った休業補償金の所得税法上の取扱いについて簡潔に説明しなさい。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第一問〕
問 ２（20点）
居住者が支払いを受ける次の保険金等についての所得税の取扱いを説明しなさい。なお、解答

に当たっては当該保険金等が課税か非課税かを述べるとともに、課税の場合はその所得区分を示
しなさい。

⑴　居住者の配偶者が死亡したことにより保険会社より支払いを受ける死亡保険金（当該死亡保
険金に係る保険料はすべて保険金受取人が支払っている。）

⑵　疾病により入院したことによる医療費の補填として支払いを受ける入院給付金
⑶　物品販売業を営む居住者の店舗が損壊したことによる当該店舗建物の補償として支払いを
受ける保険金

⑷　物品販売業を営む居住者の店舗が損壊したことによる休業期間の収益の補償として支払い
を受ける保険金

●第二問
２ 　収支計算書の行政書士業収入の内訳は次のとおりである。
⑴　助成金申請書作成代行報酬　1≤000≤000円
上記金額は、助成金申請書の作成代行報酬に係る入金額である。上記金額には、昨年末に
未収であった報酬600≤000円のうち、本年中に回収された500≤000円が含まれている。また、
６月20日に申請書の作成及び引渡しが完了しているが、請求を失念していた報酬100≤000円が
含まれていない。乙が、 ７月25日に当該報酬に係る請求書を発送している。

●第 ２回直前予想模擬試験〔第二問〕
３ 　損益計算書の売上金額には、次のものが含まれている。
⑴　令和 ７年末までに計上した売掛金（全額）の回収額　　140≤000円

●第二問
６ 　建替費用は、旧アパートの取壊費用1≤060≤000円、賃借人へ支払った立退費用240≤000円及び
新アパートの設計費用500≤000円の合計額である。旧アパートの令和 ８年 １月 １日時点の未償却
残高は2≤612≤000円（取得価額20≤000≤000円、旧定額法償却率：0≥046）であったが、収支計算書
には考慮されていない。

●第 ３回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
４ 　賃貸用の建物Ａは、本年 １月31日に甲の父親の死去に伴い、甲がその敷地とともに相続（単純
承認）により取得したものであるが取得後、建物Ａの老朽化が著しいため、これを本年 ２月末日
に取壊して新たに賃貸用の建物Ｂを新築し、本年 ６月 １日より賃貸の用に供している。
建物Ａの取壊しをするに当たり、甲は次の支出をしたが、これらの金額は【資料Ⅰ】の損益計

算書に含まれていない。なお、建物Ａの取得時から取壊し時までの期間の本年分の減価償却費
は、【資料Ⅰ】の損益計算書に含まれている。未償却残額は3≤080≤000円であるが、その経理処理
はされていない。
⑴　借家人であった者に支払った立退料　　600≤000円
⑵　建物Ａの取壊し費用　　1≤990≤000円

●第二問
２ 　乙は、甲の取引先であるＡ社から会社法第176条（売渡し請求）による売渡請求を受け、甲から
相続したＡ社株式10株を11月30日に １株30≤000円で譲渡した。Ａ社の １株あたりの資本金等の
額は10≤000円である。甲は、Ａ社株式を １株15≤000円で取得しており、 ６月30日時点における
Ａ社株式の時価は27≤000円であった。当該取引につき源泉徴収が必要である場合には、適正に
処理されたものとする。なお、甲の相続に係る相続税について納付すべき税額はなかった。

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕
【資料Ⅵ】
甲は、甲の父から相続した非上場会社Ｆ社（甲の同族会社である。）が発行するＦ株式を本年 ８

月に発行会社であるＦ社に譲渡した。甲の所有株式数は、Ｆ社の発行済株式数（400株）の80％に
相当する320株で、その全株をＦ社に譲渡した。Ｆ社の自己株式取得直前の資本金額は
20≤000≤000円、利益積立金額は35≤000≤000円であり、甲の譲渡対価は １株当たり250≤000円であ
る。Ｆ株式の譲渡時の株式評価額は150≤000円である。

●第二問
５ 　甲から令和 ７年10月に贈与を受けた金地金を本年10月に1≤300≤000円で譲渡している。当該金
地金は、甲が平成30年 ８ 月に500≤000円で購入したものである。

●第 ３回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
【資料Ⅵ】
甲は、本年10月 ５ 日に金地金を3≤982≤500円で譲渡し、その譲渡の際に仲介手数料129≤000円を

支払っている。なお、甲は金地金を令和 ３年10月 ６ 日に3≤300≤000円で取得している。

●第二問
２ 　乙が本年中に支払った生命保険料の内訳は次のとおりである。
⑴　新一般生命保険料　100≤000円
⑵　新個人年金保険料　150≤000円
⑶　介護医療保険料　20≤000円

本年末の乙の親族の状況は次のとおりである。
１　配偶者丙（49歳）、長男丁（22歳）及び長女戊（19歳）は乙と同居しており、生計を一にする親族
である。なお、甲は生計を一にする親族ではない。

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕
⑷　甲が本年中に支払った保険料等は、次のとおりである。
①　新生命保険料（受取人：甲の妻）　　　　　　153≤100円
②　介護医療保険料（受取人：甲）　　　　　　　71≤060円
③　旧個人年金保険料（受取人：甲）　　　　　　120≤800円

２ 　本年末日現在、甲と生計を一にする親族に関する資料は下記のとおりである。

⑷　甲の次女（18歳、所得なし）



国税徴収法

本試験問題 大原予想問題
●第二問　問 １　−無償又は著しい低額の譲受人等の第二次納税義務−
次の問 １及び問 ２に答えなさい。
なお、土日、祝日等は考慮する必要はない。また、滞納処分費及び附帯税について考慮する必
要はない。

問 １
〔設例 １〕において、Ｙ税務署長が、令和 ８年 １ 月時点で、Ｚ社の滞納国税を徴収するために、
国税徴収法上の第二次納税義務による徴収方途及び徴収できる範囲について、その根拠を示して
説明しなさい。なお、Ｙ税務署長が行う手続については、解答する必要はない。

〔設例 １〕
⑶　令和 ７年 ４月15日、Ｚ社は、当座の資金を捻出するため、駐車場として使用している丙土地
（丙土地には抵当権等の権利の設定はなかった。）を取引先Ｉへ100万円で売却した（同月20日付で
所有権移転登記がされている。）。
丙土地の価額は、上記の売却時は300万円であったが、令和 ８年 １月時点では350万円に上昇
した。
Ｉは登録免許税等、丙土地の取得のための費用として合計15万円を支払った。
なお、Ｉは国税徴収法施行令第14条第 ２項に掲げる滞納者と特殊な関係のある者ではなかっ

た。

●第 １回直前対策模擬試験〔第一問〕
問 ２（20点）
次の設例に基づき、次の⑴及び⑵の問に答えなさい。なお、土日、祝日等については考慮する
必要はない。
〔設例〕
滞納者Ｘ（製造業）は、令和 ６年分申告所得税の確定（期限後）申告分1≤000万円（令和 ８年11月
11日申告）を滞納していた。Ｙ税務署の徴収職員が、Ｘの自宅に臨場したところ、Ｘは、「所有
していた財産は売却し、すべて借入金の返済に充てたため、納付することができない。」旨を申
し立てた。徴収職員が調査したところＸは滞納処分できる財産を有しておらず、取引先への財
産の売却及び借入金の返済は適正に行われていたが、令和 ７年 ９月20日のＸの息子Ｚに対する
車両の売却については、売却時の価額が250万円と認められるところを100万円で引き渡してい
ることが把握された。なお、本件車両はその後発生した事故により、現在の価値は230万円と見
込まれている。
⑴　Ｙ税務署長が、Ｘの滞納国税をＺから徴収するため、国税徴収法上考えられる徴収方途及
び徴収見込額について、その根拠を示して述べなさい。なお、その徴収手続について触れる
必要はない。

●第一問　−徴収職員の質問及び検査について−
問 １（20点）
次の⑴及び⑵の事項について説明しなさい。
⑴　徴収職員の質問及び検査について

●第 ２回直前対策模擬試験〔第一問〕
問 ２（25点）
徴収職員がもつ財産調査権限について説明しなさい。

●第一問　−納税の緩和措置の効果−
問 １（20点）
次の⑴及び⑵の事項について説明しなさい。
⑵　納税の猶予、換価の猶予及び滞納処分の停止と財産の差押解除との関係について

●第 ２回直前予想模擬試験〔第一問〕
問 １（15点）
納税の猶予、換価の猶予及び滞納処分の停止と差押えとの関係について、簡潔に説明しなさい。

●第一問　−滞納者の死亡等の前に行われた滞納処分−
問 ２（20点）
次の⑴及び⑵の問に答えなさい。
⑵　次の〔設例〕において、申告所得税①及び申告所得税②について、Ｘ税務署長が甲不動産及
び乙不動産から徴収することができる金額を理由を付して答えなさい。
なお、土日、祝日等を考慮する必要はない。また、滞納処分費、延滞税、被担保債権の利
息等の額を考慮する必要はない。
〔設例〕
Ａの父であるＢは、申告所得税②（令和 ６年分確定申告分、法定納期限：令和 ７年 ３ 月15

日、確定申告書提出日：令和 ７年 ３月10日）400万円を滞納していたところ、令和 ７年11月 １
日に死亡した。Ｂの相続人はＡのみであり、ＡはＢの相続について単純承認をしている。
Ｂの遺産は、乙不動産（評価額300万円）のみであり、乙不動産には債権者Ｄによって抵当権

（債務者はＢ、被担保債権額200万円、令和 ６年10月 １ 日設定）が設定されているほか、令和 ７
年 ７月 １日にＸ税務署長により申告所得税②に係る差押えがされている。

●第 ２回実力判定公開模擬試験〔第二問〕
問 １（25点）
次の〔設例〕に基づき、以下の⑴～⑶の問に答えなさい。なお、土日、祝日等は考慮する必要は

ない。
〔設例〕
２　 ３の相続税更正分の所轄税務署長Ｙは、納税者甲において、令和 ８年 ４月10日に相続の開
始（民法第882条、第896条）があった事実を令和 ８年 ４月15日に入手した。
なお、甲の親族は長男乙及び次男丙の ２名であるが、丙は相続放棄をしており、乙のみが

甲の財産を相続により承継している。
現在までに税務署長Ｙは、 ４の財産のうち売掛金債権を令和 ８年 ４月 ８ 日に差し押さえて

いた。

⑵　設例 ２に関して、税務署長Ｙが既に執行している滞納処分の効力は、甲の死亡によりど
のようになるか述べなさい。

●第一問　−法定納期限等の意義−
問 ２（20点）
次の⑴及び⑵の問に答えなさい。
⑴　国税徴収法における「法定納期限等」の意義について簡潔に説明しなさい。

●第 ２回確認テスト〔第一問〕
問 ３　次の⑴及び⑵の問に答えなさい。
⑴　法定納期限等の意義



固定資産税

本試験問題 大原予想問題
●第二問　−償却資産−
内国法人であるＸ株式会社が所有する次の船舶（日本国籍）に係る令和 ８年度分の固定資産税に
ついて、Ａ市、Ｂ市及びＣ市のそれぞれに納付すべき固定資産税額を、計算過程を明らかにした
上で算出しなさい（Ｘ株式会社は【資料 １】に掲げる償却資産以外の固定資産を各市内に所有してい
ない。）。
なお、税率は標準税率とし、課税標準の特例については【資料 ２】によることとする。また、免
税点は地方税法第351条本文の免税点によるものとする。

【資料 １】
⑴　Ｘ株式会社は、船舶甲、船舶乙、船舶丙及び船舶丁を所有している。
なお、船舶甲、船舶乙、船舶丙及び船舶丁はいずれも地方税法第389条第 １項第 １号に規
定するその価格等を総務大臣が決定し、関係市町村に配分する船舶として指定を受けてい
る。
⑵　船舶甲の状況
①　就航日数

令和 ５年 令和 ６年 令和 ７年
全就航日数 ０日 90日 120日
外航就航日数

（外国貿易船として
就航した日数）

０日
（ ０日）

60日
（30日）

80日
（ ０日）

離島航路事業の用に
供する船舶として
就航した日数

０日 ０日 ０日

②　取得年月日　令和 ６年10月23日
③　取得価額　800≤000≤000円
④　総トン数　3≤600トン
⑤　耐用年数　15年（法定耐用年数15年に基づく減価率：0≥142）
⑥　Ａ市、Ｂ市及びＣ市にわたって使用されているもの
⑦　海上運送法第39条の19第 １ 項に規定する「特定船舶」には該当しない。
⑧　入港実績は次のとおり

令和 ６年 令和 ７年
ａ港（Ａ市にのみ所在）　 ０回
ｂ港（Ｂ市にのみ所在）　 ７回
ｃ港（Ｃ市にのみ所在）　 ３回

ａ港（Ａ市にのみ所在）　 ２回
ｂ港（Ｂ市にのみ所在）　 ２回
ｃ港（Ｃ市にのみ所在）　10回

（注）　ａ港以外は、特別とん譲与税法第 １条第 １項の開港である。

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕　問 ２
内国法人である甲社が所有する【船舶Ｘ】及び【船舶Ｙ】（いずれも日本国籍）に係る令和 ７年度分

及び令和 ８年度分の固定資産税について、Ａ市、Ｂ市及びＣ市のそれぞれに納付すべき固定資産
税額を、計算過程を明らかにした上で算出しなさい。
なお、税率は標準税率、免税点は地方税法第351条本文の免税点によるものとし、当該船舶が

「国際船舶」に該当する場合には、海上運送法第39条の19第 １ 項に規定する「特定船舶」として計算
を行うこと。
また、【船舶Ｘ】及び【船舶Ｙ】はいずれも地方税法第389条第 １項第 １号に規定するその価格等を

総務大臣が決定し、関係市町村に配分する船舶として指定を受けている。

【船舶Ｘ】
⑴　取得年月　令和 ６年 ９月
⑵　取得価額　420≤000≤000円
⑶　総トン数　3≤000トン
⑷　耐用年数　15年（法定耐用年数15年に基づく減価率：0≥142）
⑸　入港実績

令和 ６年 令和 ７年
Ａ港（Ａ市にのみ所在） ３回 20回
Ｂ港（Ｂ市にのみ所在） ５回 10回
Ｃ港（Ｃ市にのみ所在） ４回 ４回

（注）　Ｃ港以外は、特別とん譲与税法第 １条第 １項の港である。
⑹　就航日数

令和 ６年 令和 ７年
全就航日数 30日 115日
外航就航日数

（外国貿易船として
就航した日数）

18日
（ ０日）

０日
（ ０日）

離島航路事業の用
に供する船舶とし
て就航した日数

０日 115日

●第一問　−納税義務者−
土地及び家屋に係る固定資産税の納税義務者について、正しく登記がされている場合と未登記
の場合とに分けて、それぞれ説明しなさい。
その上で、Ｘ市に所在する固定資産について、次の場合における令和 ８年度の固定資産税の納
税義務者が誰となるのか、その理由も含めて説明しなさい。
なお、⑶については、固定資産の所有者以外の者に対しても固定資産税を課すことができる場
合には、その旨及びその要件も併せて説明すること。

⑴　登記簿に登記されている土地について、令和 ７年12月 １ 日に登記簿上の所有者であるＡか
らＢへ売買によって所有権が移転し、令和 ８年 ４月30日に所有権の移転登記がされた場合に
おける当該土地の納税義務者
⑵　登記簿に登記されている土地について、令和 ７年 ９月30日に登記簿上の所有者であるＣが
死亡し、同年10月 ３ 日にＸ市がその死亡の事実を把握した場合における当該土地の納税義務
者（なお、民法上、Ｃの相続権を有する者は、妻Ｄ、子Ｅ及び子Ｆの ３名であり、法定相続分
はＤが １／ ２、Ｅ及びＦが各 １／ ４となっている。また、遺産分割協議の結果、当該土地は
Ｄが単独で所有することとなり、令和 ８年 ３月31日にＤの単独所有とする所有権の移転登記
が完了している。）
⑶　Ｇが登記簿上の所有者である店舗用建物の家屋に、令和 ７年 ４月 ２ 日に当該家屋の賃借人
であるＨが自らの事業である飲食業の用に供するために取り付けた附帯設備であるキッチン
の納税義務者（なお、民法上、当該キッチンは、当該家屋に付合しているものとする。）

【参考】
○民法（明治29年法律第89号）
（不動産の付合）
第242条　不動産の所有者は、その不動産に従として付合した物の所有権を取得する。ただし、
権原によってその物を附属させた他人の権利を妨げない。

●全国統一公開模擬試験〔第一問〕　問 ２
固定資産課税台帳の種類及び家屋に係る当該台帳の登録事項について説明しなさい。
また、次の⑴～⑷の家屋に係る固定資産課税台帳に関する取扱いと納税義務者について、台帳

課税主義について述べた上で説明しなさい。
⑴　当該家屋の登記簿上の所有者はＡであるが、Ａは賦課期日現在既に死亡しており、相続人は
Ｂ及びＣである。なお、当該家屋にはＣが居住しているが、遺産の分割は終了していない。

⑵　当該家屋の登記簿上の所有者はＤであるが、Ｄは賦課期日現在既に死亡しており、相続人の
存在も不明である。なお、当該家屋には賃借人であるＥが居住している。

⑶　当該家屋の登記簿上の所有者はＦであるが、賦課期日現在既にＧに売却されている。
⑷　当該家屋はＨが賦課期日前に建築したものであるが、賦課期日現在当該家屋に係る登記がさ
れていない。



本試験問題 大原予想問題
●第二問　−土地−
【資料 ３】　土地Ｚ
⑴　土地Ｚの地目は宅地であって、地積は200㎡である。
⑵　令和 ５年度の賦課期日においては木造一戸建て専用住宅の敷地の用に供されていたが、当
該家屋に人の居住の実態はなく、空き家状態となっていた。当該住宅は、令和 ５年10月に空
家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）第13条第 ２項の規定により所有者
等に対し勧告がされた同条第 １項に規定する管理不全空家等に該当することとなった。その
後、当該勧告が解除されることなく令和 ６年12月に、当該住宅が取り壊されて更地となり、
令和 ７年度の賦課期日においては木造一戸建て専用住宅を建築途中である。
⑶　土地課税台帳に登録された土地Ｚの価格の状況は次のとおりである。
①　令和 ４年度分の価格　　　　13≤200≤000円
②　令和 ４年度分の課税標準額　1≤716≤000円
③　令和 ５年度分の価格　　　　13≤200≤000円
④　令和 ６年度分の価格　　　　14≤100≤000円
⑤　令和 ７年度分の価格　　　　13≤600≤000円

⑷　土地Ｚは、令和 ５年度から令和 ７年度までの各年度分の固定資産税について、地方税法第
348条若しくは附則第14条の規定による非課税措置又は同法第349条の ３若しくは附則第15条
から第15条の ３までの規定による課税標準の特例措置の適用はないものとする。

⑸　Ａ市において固定資産税を課された土地のうち小規模住宅用地、一般住宅用地、非住宅用
地等のそれぞれの価格及び課税標準額（地方税法第349条の ３の ２ の住宅用地の特例を適用し
た後のもので、他の課税標準の特例の適用がある場合には当該規定に定める率で割り戻した
ものとする。）の総額は次のとおりである。

価格の総額� （単位：億円）
小規模住宅用地 一般住宅用地 非住宅用地等

令和 ４年度 6≤400 500 8≤000
令和 ５年度 6≤400 495 7≤920
令和 ６年度 6≤500 510 7≤890
令和 ７年度 6≤600 510 7≤850

課税標準額の総額� （単位：億円）
小規模住宅用地 一般住宅用地 非住宅用地等

令和 ４年度 850 171 4≤450
令和 ５年度 856 171 4≤400
令和 ６年度 862 167 4≤320
令和 ７年度 870 165 4≤300

●第 １回実力判定公開模擬試験〔第二問〕　問 ２
【土地ウ】
⑴　乙が所有するＤ市に所在する土地ウの地目は以前より宅地であり、地積は200㎡である。
⑵　乙は平成 ７年 ８月に下記の家屋エを建築し、同年中に所要の登記を終えている。
⑶　令和 ６年度の課税標準額は2≤450≤000円であり、令和 ７年度の価格は15≤000≤000円、令和 ８
年度の価格は14≤000≤000円である。

⑷　Ｄ市において固定資産税を課された土地のうち、小規模住宅用地、一般住宅用地、非住宅
用宅地等のそれぞれの価格及び課税標準額（地方税法第349条の ３の ２ の住宅用地の特例を適
用した後のもので、他の課税標準の特例の適用がある場合には当該規定に定める率で割り戻
したものとする。）の総額は次のとおりである。
価格の総額

小規模住宅用地 一般住宅用地 非住宅用宅地等
令和 ６年度 7≤000億円 600億円 5≤300億円
令和 ７年度 7≤000億円 600億円 5≤000億円
令和 ８年度 6≤900億円 599億円 4≤800億円

課税標準額の総額
小規模住宅用地 一般住宅用地 非住宅用宅地等

令和 ６年度 1≤071億円 180億円 2≤850億円
令和 ７年度 1≤071億円 180億円 2≤840億円
令和 ８年度 1≤072億円 181億円 2≤860億円

【家屋エ】
⑴　土地ウの上の家屋エは木造一戸建て専用住宅（床面積50㎡）であり、建築時期は平成 ７年 ８
月である。

⑵　当該家屋は、空家等対策の推進に関する特別措置法第 ２条第 ２項に規定する特定空家等に
認定されており、令和 ８年 １月 １ 日現在、乙に対し同法第22条第 ２項の規定による勧告がさ
れた特定空家等として新たに認定されている。

⑶　家屋課税台帳に登録された令和 ７年度及び令和 ８年度の価格は2≤000≤000円である。



住　民　税

本試験問題 大原予想問題
●第一問
問 １（25点）
道府県民税利子割、道府県民税配当割及び道府県民税株式等譲渡所得割に関し、それぞれ次の
点について述べなさい。なお、未成年者口座内上場株式等に係る特例について述べる必要はない。
⑴　納税義務者（道府県民税利子割については非課税の対象についても述べること。）
⑵　税率
⑶　徴収方法
⑷　配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除

●第 １回直前予想模擬試験〔第一問〕
問 １（25点）
道府県民税利子割及び道府県民税配当割に関し、それぞれ以下の点について述べなさい。なお、

源泉徴収口座内配当に係る特例について述べる必要はない。
⑴　納税義務者（道府県民税利子割については非課税の対象についても述べること。）
⑵　税率
⑶　徴収方法
⑷　道府県民税配当割額の個人住民税所得割からの税額控除
⑸　道府県民税利子割に係る清算及び市町村に対する交付

●第 ２回直前対策模擬試験〔第一問〕
問 ２（25点）
道府県民税配当割に関し、以下の点について述べなさい。なお、源泉徴収選択口座内配当等に

係る配当割については述べる必要はない。
⑴　納税義務者
⑵　課税標準及び税率（税額の算定についても述べること。）
⑶　徴収方法
⑷　道府県民税配当割額の個人住民税所得割額からの税額控除

●第一問
問 ２（25点）
個人の市町村民税の非課税措置（非課税の基準となる金額を若干上回る所得を有する者に係る所
得割の額の調整措置を含む。）について、その意義及び概要を述べなさい。ただし、非課税所得に
ついて述べる必要はない。

●第 １回実力判定公開模擬試験〔第一問〕
問 ２（25点）
個人の道府県民税（均等割及び所得割に限る。）及び市町村民税における①、②の制度について、

以下の点に留意しつつ、述べなさい。
①　障害者等、納税義務者の事情に着目した住民税独自の非課税制度
・意義　　・対象者　　・対象となる割の範囲

②　扶養親族の数などに着目した住民税独自の非課税制度
・対象者　　・対象となる割の範囲

●第 ２回確認テスト（一発合格・短期合格）〔第一問〕
問 １（30点）
個人住民税の所得割及び均等割における非課税制度（非課税の基準となる金額を若干上回る所得

を有する者に係る所得割の額の調整措置を含む。）について、その制度の概要を述べなさい。ただ
し、非課税所得並びに条例による減免、課税免除及び不均一課税について述べる必要はない。

●第二問
Ａ県Ｂ市に住所を有する甲及び甲の家族の令和 ７年中の所得等の状況は、次の【資料】のとおり

であり、課税に必要な事項は適切にＡ県及びＢ市に申告されている。
甲及びその家族が令和 ８年度分としてＡ県へ納付すべき県民税及びＢ市へ納付すべき市民税の
額を、計算過程を明らかにしてそれぞれ算出しなさい。
また、特別徴収された令和 ７年度分の個人住民税額（令和 ７年中の所得に係る税額に限る。）があ
る場合、その税額を計算過程を明らかにしてそれぞれ算出しなさい。
【問題の前提条件】
１　Ａ県及びＢ市の条例においては、所得割及び均等割とも標準税率を採用しているものと
する。
２　Ｂ市の条例では、個人の市民税均等割の非課税に係る基準については地方税法施行令第
47条の ３の規定に基づき、基本額を35万円、加算額を21万円と規定しており、均等割の軽
減措置については規定されていないものとする。
３　Ｂ市は政令市に該当しないものとする。
４　森林環境税については考慮しないものとする。

【資料】
⑴　甲（昭和55年 ７ 月25日生）の所得等の状況
①　給与所得に係る収入金額� 7≤950≤000円

⑧　医療機関に支払った金額
・甲の人間ドックの受診費用� 68≤000円
（�Ｂ市より人間ドック助成金として20≤000円が支給されている。また、検査の結果に異常は
なく、疾病の治療等は生じていない。）
・甲及び甲の妻のインフルエンザ予防接種にかかった費用� 8≤000円
・甲の疾病の診察・治療にかかった医薬品で特定一般用医薬品等に該当するものの購入に
かかった費用� 40≤000円

（注）　甲は前年中に健康の保持増進及び疾病の予防に対して一定の取組を行っている。
⑨　22歳の長男（甲と生計を一にし、同居を常況としている。）は甲の確定申告書において甲の
特定親族とされている。
⑩　17歳の次男（甲と生計を一にし、同居を常況としている。）を扶養している（甲の確定申告
書において甲の扶養親族とされている。）。
⑪　12歳の三男（甲と生計を一にし、同居を常況としている。）を扶養している（甲の確定申告
書において甲の扶養親族とされている。）。なお、身体障害者手帳を有し、障害の程度は ３
級とされている。

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕
Ｘ県Ｙ市に住所を有する甲及び甲の家族の令和 ７年中の所得等の状況は、次の【資料】のとおり
であり、課税に必要な事項は適切にＸ県及びＹ市に申告されている。
甲及びその家族が令和 ８年度分としてＸ県へ納付すべき県民税及びＹ市へ納付すべき市民税の

額を、計算過程を明らかにしてそれぞれ算出しなさい。
また、特別徴収された令和 ７年度分の個人住民税額（令和 ７年中の所得に係る税額に限る。）があ

る場合、その税額を計算過程を明らかにしてそれぞれ算出しなさい。
【問題の前提条件】
１　Ｘ県及びＹ市の条例においては、所得割及び均等割とも標準税率を採用しているものとす
る。
２　Ｙ市の条例では、個人の市民税均等割の非課税に係る基準については地方税法施行令第47
条の ３の規定に基づき、基本額を35万円、加算額を21万円と規定しており、均等割の軽減措
置については法311条に該当する場合には均等割を2≤000円にすると規定されている。
３　Ｙ市は政令市に該当しないものとする。
４　森林環境税については考慮しないものとする。

【資料】
⑴　甲（昭和42年11月 ２ 日生）の所得等の状況
①　給与所得に係る収入金額
・Ａ社から支払を受けた給与収入金額� 8≤200≤000円

⑤　医療機関に支払った金額
・甲の人間ドックの受診費用� 75≤000円
（Ｙ市より人間ドック助成金として30≤000円が支給されている。また、検査の結果に異

常はなく、疾病の治療等は生じていない。）
・甲、甲の妻のインフルエンザ予防接種にかかった費用� 6≤000円

⑥　18歳の次女（甲と生計を一にし、同居を常況としている。）を扶養している（甲の確定申告
書において甲の扶養親族とされている。）。

⑦　15歳の次男（甲と生計を一にし、同居を常況としている。）を扶養している（甲の確定申告
書において甲の扶養親族とされている。）。



本試験問題 大原予想問題
●第二問
⑷　甲の姉（昭和52年 ８ 月10日生）の所得等の状況
①　給与所得に係る収入金額� 5≤012≤000円
②　退職所得に係る収入金額等の明細
・甲の姉の勤務状況
平成12年 ４ 月 １ 日　Ｘ社に就職
令和 ７年 ９月31日　Ｘ社を退職
・Ｘ社から支給を受けた一般退職手当の収入金額（令和 ７年12月15日支給）� 13≤080≤000円

③　譲渡所得に係る収入金額等の明細
（単位：円）

区分 取得年月日 譲渡年月日 収入金額 取得費 譲渡費用 譲渡先
絵　画 令和 ４年 ３月19日 令和 ７年 ５月21日 1≤250≤000 640≤000 12≤000 個　人
骨董品 令和 ３年12月 ５ 日 令和 ７年 ６月21日 480≤000 550≤000 27≤000 個　人
書　画 平成29年 ５ 月 １ 日 令和 ７年12月10日 300≤000 165≤000 7≤000 個　人

（注）�　全ての譲渡について所得税の確定申告書に記載されており、その取得費については、
甲の姉によって証明されている。

⑻　甲の祖母（昭和 ７年12月 １ 日生）（甲の姉と生計を一にし、同居を常況としている。）の所得等の
状況
老齢厚生年金の収入金額� 1≤530≤200円

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕
⑴　甲（昭和42年11月 ２ 日生）の所得等の状況

②　退職所得に係る収入金額等の明細
・甲の勤務状況
令和 ３年 ４月 １日　Ａ社に役員として就職
令和 ７年10月31日　Ａ社を退職

・Ａ社から支給を受けた特定役員退職手当の収入金額（令和 ７年12月15日支給）
� 2≤700≤000円

⑹　甲の父（昭和18年 ２ 月12日生）の所得等の状況
①　老齢厚生年金の収入金額� 4≤200≤000円
②　譲渡所得に係る収入金額等の明細

（単位：円）

区　分 取得年月日 譲渡年月日 収入金額 取得費 譲渡費用 譲渡先

骨董品 令和 ２年 ５月 ９日 令和 ７年 ５月17日 970≤000 540≤000 9≤000 個人
書　画 令和 ４年 ４月25日 令和 ７年 ９月30日 70≤000 90≤000 4≤000 個人
特許権 令和 ３年11月 ６ 日 令和 ７年10月15日 2≤220≤000 450≤000 90≤000 法人

（注）�　全ての譲渡については、所得税の確定申告書に記載されており、その取得費につい
ては、甲の父によって証明されている。なお、特許権は、自己の研究成果により取得
したものである。

⑺　甲の母（昭和19年12月 ７ 日生。甲の父と生計を一にし、同居を常況としている。）の所得等の状
況
①　老齢厚生年金の収入金額� 1≤550≤200円
②　甲の父の確定申告書において、甲の父の配偶者とされている。



事　業　税

本試験問題 大原予想問題
●第一問
問 ２（25点）
甲株式会社（以下「甲社」という。）の第 ６期事業年度（令和 ８年 ４月 １ 日から令和 ９年 ３月31日ま

での事業年度）における事業税付加価値割の算出の基礎となる課税標準の算定方法を次の【資料】に
留意しながら説明しなさい。

【資料】
１　甲社は令和 ３年 ４月 １日に設立され、Ｌ県に本店（設立当初より設置）を、Ｍ県に支店（設
立当初より設置）及び工場（設立当初より設置）を、Ｎ県に支店（令和 ８年11月 １ 日より設置）
を設置し、家具の製造業を行っている。
２　甲社は令和 ６年 ４月 １日からＯ国においても支店（恒久的施設に相当するもの）を設置し、
家具の製造業を行っている。
３　甲社の第 ５ 期事業年度終了時点の資本金の額は120≤000≤000円、資本準備金は
920≤000≤000円である。
４　甲社は令和 ８年 ５月30日に行われた株主総会において、会社法第447条第 １項の規定によ
り資本金の額を40≤000≤000円減少し、減少する資本金の額の全額を資本準備金に振り替え
る旨決議を受けた。なお、当該事項に係る効力発生日は令和 ８年 ８月31日である。
５　Ｍ県支店の従業者数は、第 ６期事業年度開始の月の月末時点では20名であったが、繁忙
に合わせて毎月増員し、第 ６期事業年度終了日時点では45名となった。
６　甲社は、Ｏ国支店の設置に当たり、本店からＯ国支店へ貸し付けを行っており、各事業
年度末に貸付金に係る利子の支払を受けている。
７　Ｍ県工場では、機材を一時的に保管するために令和 ８年 ６月 １ 日から令和 ８年 ６月28日
までの間、県内の倉庫を賃借していた。
８　Ｍ県支店においては、乙株式会社から労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律第66条第 １項に規定する労働者派遣契約に基づき労働者派遣を受
けている。
９　Ｌ県本店における給与・賞与等については、法人税の課税標準である所得の計算におい
て、一部の役員給与が損金不算入とされている。
10　Ｏ国支店で従事する従業者へ支払われる毎月の給与等には、Ｏ国で従事するための在勤
手当が含まれている。この在勤手当は、Ｏ国における物価、生活水準、為替市場等の状況
を踏まえ、必要な範囲で給与に加算されているものである。
11　甲社は、Ｏ国において事業を行うことにより、国内及びＯ国内のそれぞれの事業に帰属
する所得についてＯ国の法令に基づき法人税に相当する額を課税されており、法人税の課
税標準である所得の計算において、全額を損金の額に算入している。

●全国統一公開模擬試験〔第一問〕
問 ２（20点）
税理士であるあなたは、Ｘ株式会社（以下「Ｘ社」という。）の経理担当者である甲氏から第23期事

業年度に係る事業税の申告について相談を受けたがどのように説明すべきか述べなさい。
相談内容は次の【資料】のとおりである。

【資料】
・　Ｘ社の第23期事業年度は令和 ８年 ４月 １日から令和 ９年 ３月31日までである。
・　Ｘ社の資本金の額は、令和 ９年 ３月31日現在で150≤000≤000円である。
・　Ｘ社は第23期事業年度に係る付加価値割の課税標準の算定において雇用安定控除の適用が
ある。

・　付加価値割の課税標準及びその算定方法について知りたい。
・　Ｘ社は法施行地内にのみ事務所又は事業所を有する法人である。
・　Ｘ社は、労働者派遣法による労働者派遣契約に基づく労働者派遣は行っていないが、同契
約に基づき、人材派遣会社から数名の社員の派遣を受けている。

・　Ｘ社は、非課税事業及び収入金額課税事業を行っていない。
・　賃上げ促進税制については説明を要しない。

●第二問
〔第二問〕　─50点─
問 １（25点）
次の【資料】に基づき、Ｓ株式会社（以下「Ｓ社」という。）の第 １期事業年度の確定申告及び第 ２

期事業年度の中間申告について、各県に納付すべき事業税額を、それぞれの計算過程を明らか
にして算定しなさい。
なお、第 ２期事業年度の中間申告については、前事業年度の事業税額に基づく方法ではなく、
中間期間における各県の事務所の異動等の状況を踏まえ、前事業年度の課税標準額を基礎とし
て申告納付すべき税額を算定するものとする。

【資料】
１　Ｓ社は令和 ８年 １月 １ 日に設立した法人であり、第 １期事業年度は令和 ８年 １月 １ 日
から令和 ８年 ３ 月31日まで、第 ２期事業年度は令和 ８年 ４ 月 １ 日から令和 ９年 ３ 月31日
までである。

２　Ｓ社はＡ県に本社を置き、Ｂ県及びＣ県に事務所を設けて物品販売業を行っている。

３　Ｓ社の令和 ８年 ３月31日及び令和 ８年 ９月30日現在において、資本金の額、資本準備
金の額及び資本金等の額（法人税法第 ２条第16号に規定する金額）は、次のとおりである。
資本金の額　　　　8≤000≤000円
資本準備金の額　　8≤000≤000円
資本金等の額　　16≤000≤000円

４ 　Ｓ社の第 １期事業年度における法人税の課税標準である所得金額（法人税法施行規則別
表四の合計欄（34）の額）は、3≤400≤000円である。

５　Ｓ社の第 １期事業年度の法人税の課税標準である所得の計算において、支払を受けた
利子について源泉徴収された所得税額及び復興特別所得税額50≤000円について、全額を
損金の額に算入している。

６　令和 ８年中におけるＳ社の従業者の所在状況は、次のとおりである。

●全国統一公開模擬試験〔第二問〕
〔第二問〕－50点－
問 １（20点）
次の【資料】に基づき、甲株式会社（以下「甲社」という。）の第73期事業年度に係る事業税額につ

いて、各県に納付すべき事業税の中間申告納付額を、それぞれ計算過程を明らかにして算定し
なさい。
なお、前事業年度の事業税額に基づく方法及び仮決算による方法ではなく、前事業年度の課

税標準額を基礎として算定する方法によって中間申告納付を行うものとする。

【資料】
１　甲社の事業年度は毎年 １月 １日から12月31日までの １年間であり、甲社の第73期事業年
度は、令和 ８年 １月 １日から令和 ８年12月31日までである。

２　甲社は、Ａ県に本社を、Ｂ県及びＣ県に工場を設置して製造業を行っていたが、令和 ８
年 ４月 １日にＤ県、Ｅ県及びＦ県に事務所又は事業所（以下「事務所等」という。）を設置して
製造業及び卸売業を行う乙株式会社（以下「乙社」という。）を吸収合併（適格合併に該当す
る。）した。なお、合併後は製造業を主たる事業としてこれらの事業を併せて行っている。

３　甲社の合併前の資本金の額は400≤000≤000円であったが、令和 ８年 ４月 １日の乙社との合
併により、500≤000≤000円となった。

４　甲社の第72期事業年度の確定申告書に記載した所得の総額は690≤000≤000円であったが、
令和 ８年 ３月26日にＡ県知事よりその金額を720≤000≤000円とする旨の通知を受けている。

５　甲社の第72期事業年度の確定申告書に記載した付加価値額の総額は864≤000≤000円、資本
金等の額の総額は420≤000≤000円であった。なお、これらについては、申告後において更正
等は行われていない。

６　乙社の事業年度は毎年10月 １ 日から翌年 ９月30日までの １年間である。

７　乙社の資本金の額は100≤000≤000円であった。

８　乙社の令和 ７年10月 １ 日から令和 ８年 ３ 月31日までの事業年度の特例の所得の総額は
294≤000≤000円であり、その直前の事業年度の確定申告書に記載した所得の総額は
462≤000≤000円である。



本試験問題 大原予想問題
●第二問
問 ２（25点）
乙野一郎氏は、Ａ県及びＢ県にそれぞれ事務所を設けて個人として事業を行う者である。次の

【資料】に基づき、令和 ８年度において乙野一郎氏が各県に納付すべき事業税額を、それぞれ計算
過程を明らかにして算定しなさい。

【資料】
１　令和 ７年 １月 １ 日から同年12月31日までの乙野一郎氏の事業別の収入金額及び必要経費
は次のとおりである。なお、必要経費には青色事業専従者に対する給与の金額、その他所
得控除の金額を含まない。

事業内容 収入金額 必要経費
水産業 20≤188≤200円 10≤894≤100円
飲食店業 12≤062≤900円 　9≤737≤600円
不動産貸付業 15≤507≤400円 11≤643≤300円
合計 47≤758≤500円 32≤275≤000円

（注 １）　水産業は、総トン数10トン以上の動力漁船を用いて魚介類の捕獲採取を行っている。
（注 ２）　飲食店業は、和食レストランの経営を行っている。
（注 ３）�　不動産貸付業に係るアパートの室数は ４室、住宅用土地の貸付契約件数は ４件、貸

付総面積は2≤000平方メートルである。

２　令和 ７年中における事務所の所在地及び従業者数は次のとおりである。なお、従業者に
は、乙野一郎氏と生計を一にする親族及びアルバイトを含む。

（単位：人）
事業内容 所在地 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
水産業 Ａ県 16 16 16 ７ ７ 11 11 11 ７ ７ ７ 11
飲食店業 Ａ県 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ４ ４ ４ ４ ４
不動産貸付業 Ｂ県 ─ ─ ─ ─ ─ １ １ １ １ １ ２ ２
飲食店業 Ｂ県 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ２ ⑵ ─ ─ ─ ─

（注 １）�　上記の従業者数は各月の末日現在における従業者数である。なお、（　）内の数値は
Ｂ県の飲食店業の廃止日現在の従業者数である。

（注 ２）　Ｂ県の不動産貸付業は、令和 ７年 ６月11日に事業を開始した。
（注 ３）　Ｂ県の飲食店業は、令和 ７年 ８月28日に事業を廃止した。

●第 １回直前対策模擬試験〔第二問〕
問 ２（25点）
次の【資料】に基づき、Ｙ氏（Ｌ県、Ｍ県及びＮ県に事務所を設けて事業を行う個人である。）が令

和 ９年度において各県に納付すべき第 ２期の事業税額を、それぞれ計算過程を明らかにして求め
なさい。
なお、Ｙ氏は事業の開始以来、青色申告書を提出することにつき所轄税務署長の承認を受ける

とともに、事業税の賦課徴収につき必要な事項を附記した所得税の確定申告書を期限内に提出し
ている。

【資料】
１　令和 ８年 １月 １ 日から同年12月31日までのＹ氏の事業別の収入金額及び必要経費は次のと
おりである。
なお、必要経費には、青色事業専従者に対する給与の金額を含まない。

（単位：円）
事業内容 収入金額 必要経費

個 人 病 院
社会保険診療 52≤088≤000 47≤351≤000
自 由 診 療 27≤707≤000 13≤653≤000

物 品 販 売 業 32≤815≤000 22≤796≤000
クリーニング業 26≤367≤000 20≤834≤000
飲 食 店 業 7≤813≤000 9≤485≤000
不動産貸付業 21≤228≤000 19≤940≤000
駐 車 場 業 4≤630≤000 1≤640≤000

２ 　令和 ８年中の事務所の所在地及び各月末日の従業者数（Ｌ県ａ市の個人病院に医師として従
事するＹ氏を含む。）は次のとおりである。
なお、従業者数には、Ｙ氏と生計を一にする親族及びアルバイトを含む。

（単位：人）

事業内容 所在地
令和 ８年

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
個 人 病 院 Ｌ県ａ市 ９ ９ ９ ８ ８ ９ ９ 10 ９ 10 ９ ９
物 品 販 売 業 Ｌ県ｂ市 ６ ６ ５ ６ ７ 11 11 11 11 11 ６ ７

クリーニング業
Ｍ県ｃ市 ５ ３ ３ ３ ２ （ １ ）
Ｍ県ｄ市 ４ ５ ６ ６ ６ ７ ７ ５ ４

飲 食 店 業 Ｍ県ｅ市 ４ ４ ５ ５ ４ ５ ６ ６ ８ （ ４ ）
不動産貸付業 Ｎ県ｆ市 ２ ２ ３ ５ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２
駐 車 場 業 Ｎ県ｇ市 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １
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